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本レポートの背後にある団体
序
これは、障害者権利条約（以後「条約」）に関する国連・障害者権利委員会（以下「委員会」）への報告である。
 この報告書は、デンマーク障害者団体（DPOD）の32加盟団体と、加盟団体ではないが障害のある人に関連する問題の全分野または特定の分野に専念している多数の団体（以下「本団体」）との協力の結果である。　
報告書には、フェロー諸島の障害のある人の連合組織であるフェロー諸島障害者連合が作成したフェロー諸島の状態が補足章としてついている。グリーンランドには同等の団体はない。したがって報告書提出時点では、グリーンランドに関する章はない。本団体は、障害横断的な連合組織の設立を支援するようグリーンランド政府に要請する。
報告書の構成は、まず我々が問題を提起し、続いて、委員会がその点でデンマーク政府に提示することを求める質問と勧告、となっている。
我々のデンマーク政府に対する一般的な批判は、2つの懸念をめぐるものである。
ひとつは、障害政策とその実施のための、工程表と測定可能な目標の両者を組み込んだ計画はないということである。政府は、私たちの国には総合的な障害政策計画があると断言するものの、それは断片化している。障害分野の調整主体である社会問題・児童・統合省は、他の省庁に貢献することを呼びかけているが、確実に貢献することを他省庁に強いることができずにいる。さらに、その貢献には一貫性が欠け、こうしたつぎはぎの努力は障害のある市民にとっては、安上がりで、分断され、質が低く、待ち時間に満ちたものとして経験される。このように政府の努力では、障害のある人を他の人々と平等な立場に置く目標の近くには真に到達することができない。しかし首尾一貫してかつ調和して考えられ実施されれば、その到達は可能である。
もう一つの懸念は、デンマークの社会は機関や当局による法の執行が弱いという特徴があることである。デンマークは、権限の直接行使の大半が市町村レベルに分権化された状態にある。市町村（kommuner）は広範な自治権を与えられており、この自治を妨げる政治的意思は国レベルではほとんどない。この結果の一つは、あまりにも多くの場合、市町村における慣習は法律の文言を遵守せず、時には法の精神からはるかに離れていることである。これにより、障害のある多くの市民は非常に不安定な法的権利保護の状況に置かれている。この問題の解決を求める歴代の政府に対する要請は無駄であった。

デンマークの統治

デンマークの統治は国、地方、市町村の3つのレベルで構成されている。Folketing（国会）と国は立法を担当し、場合によってはその実施のためのガイドラインを担当している。さらに、国は、高等教育、社会福祉の支払い、および専門的社会教育の分野における関連する支援を担当している。5つの地域は、主に保健制度を担当し、国によって直接資金が提供されている。市町村は、高齢者ケア、社会サービス、補助器具、子どもの保育センター、「フォークスコール」（デンマークの10年間の義務教育）に関するすべての業務を担当している。市町村は税金を引き上げるが、税制上の限度額はFolketingとの年間契約を通じて固定される。
加えて、労働市場の動向を監視し、人々を雇用に戻す努力を担当する4つの雇用地域がある。
2007年にデンマークの統治は再構築された。市町村が拡大し、「アムター」と呼ばれる地域レベルが廃止された。 2007年まで、アムターはより複雑でまれなニーズや状況に責任を負っていた。脆弱で複雑な状況での障害のある人個人の事例の記録、知識の収集と助言サービスの支援を確実にするために、VISOと呼ばれる全国的な知識と専門家の諮問センターが設立された。VISOの援助の申請は、中央照会機関を経由する必要がある。市町村は、介入とその更新と管理の全責任を負う。
市町村改革が始まったとき、VISOはその任務を遂行する準備ができていなかった。本団体の経験では、中央照会機関、VISOの提供ネットワークを構成する専門家、市民および市町村との協力は、主に行政手続きに関連する過度の官僚主義のために、最適には機能していない。
デンマークでは景気後退がはっきりと感じられている。同時に、変化する人口構成が北欧モデルに基づいて福祉社会を維持する可能性にどのように影響するかについての議論が進行中である。人口統計の変化は、出生率の低下とより長生きする多くの市民から生じる。年間契約では、国は市町村のコスト増に非常に厳しい制限を課す。実際には、これによって一部のサービスは段階的に廃止され、他のサービスは悪化する。障害のある人はこの点で脆弱である。一般市民の議論では、我々は特別に費用がかかり、時折要求が多いと描写されている。報道機関では、政治家が障害のある一人の市民に費やした金額で、みんなの幸福のための膨大な取組に支払うことができるという例を提示することが多い
。公的緊縮予算が策定されているなかでは、障害のある人が一方的に影響を受けているかどうか、あるいは他の市民よりも悪化したかどうかに注意を払う必要はないかもしれない。こうした状況で、資源の配分は、経済社会文化的権利に関する国際規約を監視している国連経済社会文化委員会委員長から2012年5月16日の手紙の中で国連が勧告した基準からは程遠い
。
その1つの例はボーンホルムの地方市町村であり、この自治体では2012年に成人教育のための予算を200,000クローネ節約する必要があることが判明した。成人教育に関する法律に基づき、市町村には障害のある人の参加のために特別の拠出金を出す選択肢がある。この措置の目的は、障害のある人々が他の市民よりも多くの費用を支払うことなく成人教育に出席できることである。そうであるのに、この自治体は節約の全額を障害のある人の教育を通じて達成することを選択した。その結果、障害のある人のコース料金のみが上がる。
全体的な課題　 
国内法への人権の組み込み
デンマークには、国際人権条約を法律に組み入れる伝統はほとんどない。普遍的定期的審査手続きと、経済的社会的文化的権利に関する国際規約を監視する委員会によるデンマークの最新の調査の結果、デンマーク政府は国際的人権文書をデンマークの法律に組み込むよう奨励された
 
。この組み込みの弱さのために、国際人権文書はそれほど影響を与えていない。裁判所は、デンマークが批准した国際人権文書を使用することを許可されているが、実際にはそうする意向がない。その結果、デンマークの法律が国際条約より優先されるため、国際条約はデンマークの国会でいつも満場一致で批准されるにもかかわらず、市民は権利が侵害される危険性のもとにある。
選択議定書
デンマークが普遍的定期的審査を受ける機会に、条約の選択議定書を批准することを求める何回かの要請があった
。これらの提案は当時デンマーク政府によって拒否された。続いて、経済的社会的文化的権利に関する国際規約を監視する委員会もまた、その批准を勧告した
。

2013年10月に、政府は、条約の選択議定書の批准にとりかかると発表したが、そのための法案はまだ発表されていない
。

本団体は、デンマーク政府に対し、障害者の権利に関する条約を（国内法に）取り入れ、条約の選択議定書を批准するための措置を講ずるよう強く要請する。
第1-4条および第8、9条：一般的規定

第1条　目的

障害への条約の関連モデルまたは社会モデルのアプローチ、すなわち障害にともなう実用的な問題と障壁に焦点を当てることは、国家の実践に反映されるべきである。さらに、多くの場合デンマークの法律は単に「永続的な機能障害」を取り扱うとしているので、条約の「長期的な機能障害」の解釈をどうすべきか知っておくべきである。

本団体は、リング事件における欧州司法裁判所の判決を認識している。ここでは障害の概念がデンマークの国家よりもはるかに広範に定義されている
。この判例は国家の障害概念の理解の原則に反映されるべきであるが、国の理解が条約の障害概念に移行したという兆候は見られない。

社会保障給付に関する規則（現在、この分野の改革に関連して国会で議論されている）は、積極的社会政策法の第23条第2節と第5節によって、30歳未満で指定された少数の精神障害を有すると診断された人は、30歳以上の人に付与されるレベルより増額された社会保障給付や教育支援を受けることができるとしている。心的外傷後ストレス障害（PTSD）はリストに載っておらず、市町村運営の職業センターは、実際には、PTSDを労働能力損傷の確かなまたは関連する原因と認識していない。

自分の診断名が政府のリストにあるか否かによって財政援助の受給資格が決められる場合、ルールと慣習は間接差別につながる。診断リストに載っているもの以外の障害のある人には、同じ困難があるかもしれないが、同じサポートから除外されている。

本団体は質問する。
•診断名の選択基準は何か？

•リスト以外の診断を受けた人には、リストの診断を受けた人と同じような高度な支援は必要ではない、というのはどんな考え方によるのか？

•どうして機能障害評価ではなく、診断名を使うこととなったか？
•多くの法律が「永久的な機能障害」を取り扱っているが、政府は「長期的（...）機能障害」に関する条約の規定をどのように理解しているか？

本団体は勧告する。
•あらゆる種類の支援と合理的配慮が、診断のリストではなく、実際の障壁の包括的かつ総合的な専門的評価に基づいてなされるように、法律が変更されること。

PTSD

長期または慢性のPTSDに罹っている人々は、2013年6月15日まで、政府定義の障害のある人に含まれていなかった。これは、デンマーク市民権試験の免除に関する規則に明示されており、このためPTSDのある人の国会の帰化委員会への免除申請が拒否された。新しい免除規則がPTSDを障害として認識するのに十分であるかどうかは不明である。

我々は、国連人権委員会と欧州人権裁判所の両方でデンマーク政府に対する訴訟が起こっていることを知っている。これらの事例は、デンマーク政府が、単に選ばれた一部のPTSDのある人を条約の保護を受ける資格のある人と臨時的に認めるだけか、それとも原則に基づいた一般的な実践の変更が進行中であるかどうかを明確にするのに役立つかもしれない
 
。

本団体は質問する。
•PTSDに起因する障害の不認定に終止符を打つには、どうすればよいか？

本団体は勧告する。

・長期的または慢性的PTSDのような機能障害が免除理由に該当しないという理由でこれまで拒否されてきた事例の、再審査への取り組みを国家が主導すること。

兵士として駐留し、帰国後6ヶ月以上でPTSDを発症した人は、その他の怪我をした兵士と同じようには補償を受けることができなかった。この習慣は変化しつつあり、PTSDが障害とされる可能性は増している。

本団体は勧告する。

•復員日からPTSD症状の出現までに6ヶ月以上経過したため帰還兵士が補償を拒否されたケースを国が再審査すること。
•PTSDの原因にかかわらず、PTSDのあるすべての人が平等に扱われること。

障害のある人の密接な関係者
障害のある外国人は、永住許可を得るための通常の要件を免除されることができる。しかし政府は、緊密な関係者の障害を自立の障壁として認識していない。その結果、障害のある児童の保護者は、たとえ児童の障害により自立することができなくても免除されない。

本団体は勧告する。

•永住許可証とデンマーク市民権の両方の付与に関して、関係者の障害を免除の根拠として認めること。
第2条 - 定義

点字：

国は、点字を書かれたデンマーク語と同等の公式言語として認識していない。認められているのは、点字で書物や定期刊行物を製作するための小額の助成金に限定されている。

本団体は勧告する。

•政府は点字を積極的に認めること。
第4条　一般的な義務

各部門は、障害のある人にサービスを提供する責任がある。取り組みに一貫性を確保することは各部門に任されている。役人レベルで省庁間委員会が任命されている。政府は、障害政策行動計画を公表したばかりであるが、これは実際には各部門をまたがっての一貫性を確実にはしていない。
この一貫性の欠如は、医療分野や労働市場分野のようないくつかの部門からサービスを得ている市民にとって、また教育から労働市場へなど、生活の主な焦点を変える市民にとって、面倒である。

4（1）a：適切な法律

本団体は政府に勧告する。

•一貫した障害政策を策定し、その実施を地域ごとにまた様々な部門を橋渡しする方法で、真に責任を負って行うこと。

4（1）ｂ：精神医療法における強制の評価
精神医療分野では、デンマークには強制力の使用を規制する特別法がある。この法律が条約と両立しているかどうかについて継続的に議論されている。

本団体は勧告する。

•障害者権利委員会が、精神医療法における強制が条約及びその第14条に違反しているかどうか、またその程度について評価すること。
4（1）ｃ：すべての人のための政策

問題となった障害にかかわらず、障害のある人に関わるすべての政策や対策への参加とインクルージョンの権利を検討するのではなく、個々人の臨時の解決に集中する傾向が一般的である。

これにより、障害のある人は二次的な解決策の対象とされ、自律性と選択権を持つ人として完全には認められていないと感じている。
　本団体は質問する。

•すべての政策とサービスに障害のある人のインクルージョンと参加を組み込むために、政府は何をしようとしているか？

4（1）ｅ：民間による差別

政府は、あらゆる人、組織、民間企業による差別から守る義務がある。

政府は、民間企業や団体の事業に干渉することを望んでおらず、この責任に消極的なアプローチをとっている。例えば、政府は、新しいウェブサイトやセルフサービス操作をコミュニケーション障害のある人にアクセス可能にするよう政党に求めることを拒否している。このため多くの人がウエッブ内容に自分自身ではなじむことができないでいる。さらに、政府は、例えば、説明と助言の面で丁寧な個人援助が必要と思われるような学習障害があり少額の資産しか持たない人々にサービスを提供することによって、銀行に社会的責任を果たすよう要求することを望まない。さらに、政府は、障害のある人に生命保険および事故保険、場合によっては家具保険を提供することを拒否する保険会社に要請をしていない。
デンマークには、障害に基づいた差別に対する一般的な法的規定がない。労働市場においてのみ、差別的な取り扱いの禁止が定められている。
　本団体は質問する。

•政府は民間企業が障害のある人を差別しないことを確実にするためにどうするのか。
本団体は勧告する。

•差別を避けるためのデジタルアクセシビリティの要求を、団体や民間企業に課すこと。
•全部門をカバーする一般的な差別禁止を導入すること。

4（3）：障害のある人および我々を代表する団体の関与

政府は、条約第33条3項に規定されているように、障害のある人およびその団体を関与させる義務がある。

残念ながら、これは必ずしも十分な程度には起きていない。例えば、デンマークろう協会は、人工内耳手術を受けた子どもの治療と言語教育において、手話の不使用を推奨した関係機関との会合を要請したが断られた。
　本団体は質問する。

•特定の状況で、どの障害のある人の代表者が、意見を聞くべき重要な人であると決定する基準は何か。

4（5）：国のすべての部分

国は、地方および市町村の間での予算の分散化を促進し、個々の市町村または地方が、それぞれの分野の職務全般を専門的および財政的に遂行するようにする。この責任の分権化は、個々の行政機関に障害のある個々の市民を不均衡な財政負担と認識させる状況を生み出し、合理的配慮を得ることを非常に困難にしている。
本団体の観点から見ると、負担が特定の事務所、学校、病院、鉄道などの限られた単位にかかるとしても、国、地方、市町村などの公共部門にとって負担は不均衡とはみなされない。というのは、これらの場合の資源は基礎をなす公共団体全体とその合算予算から来ていると見るべきだからである。
本団体は勧告する。

•地方と市町村は、これらの当局が引き受ける責任と財政の分権化の程度にかかわらず、すべての障害のある人の権利を実現することを義務付けられていることを、政府が明確にすること。

•異なる市町村間の費用分担制度を導入し、個々の市町村の経済的負担を軽減すること。

第5条および第8-30条　特定の問題

第5条　平等と非差別

5（2）：差別の禁止
政府は、デンマークの法律はすべての人に適用されるため、非差別的であるという点を強調している。しかし、障害者差別に対する明確な禁止は、雇用と職業における平等な扱いに関するEU指令による、労働市場における禁止のみである。社会の他のすべての分野において、差別は性別、民族および国籍、信仰または性的指向に基づくもののみ明示的に禁止されている。

障害に基づく差別は、公然として発生しまた秘密裏にも発生する。差別の範囲は、むき出しのヘイトクライム、言葉による虐待から、嫌悪感や知識不足による機会の制限や欠如にまで及んでいる。

差別はすべての部門で行われ、公的機関、民間企業および個人によって行われる。物理的な暴行は別として、労働市場以外の分野では違法ではない。例えば、レストラン、ディスコ、キャンプ場、文化行事などへの障害のある人のアクセスを拒否することは合法である。

2013年5月、政府は、経済的社会的文化的権利に関する国際規約を監視する責任を負う委員会から、社会のあらゆる部門で差別撤廃が一般的に課されるようにする勧告を受けた
。政府はまだこれに従う取り組みをしていない。同様に、デンマークが普遍的定期的審査（UPR）の人権プロセスを受けていることに関連して、政府は差別を禁止するよう奨励されたが、UPR勧告を拒否した
。

障害に基づく差別の規模は不明である。www.sigfranu.dkには、あまり知られていない報告の仕組みはある。本団体で耳にしている苦情の背景に重大な過小報告があると推測するが、実際の規模を判断することはできない。

執筆時点では、法務省が指定した委員会が、（国内法への）組み込みと批准の明確化に取り組んでいる。他の条約とともに、この委員会は、差別禁止に関する欧州人権条約議定書第12、障害者権利条約の選択議定書の批准について言及している。これらの検討の結果は依然として不明である。

本団体は質問する。
•www.sigfranu.dkの報告の仕組みについて知らせるために、より多くの資源が割り当てられるか？

本団体は以下を勧告する。
•差別に対する一般的禁止および部門をまたぐ差別の禁止が可決されること。

5（3）：合理的配慮
差別の禁止は、すべての分野を網羅し、個人を守り、真にそして普遍的に差別のない社会の確立に寄与するために合理的配慮を提供する義務を必然として伴うべきである。法律では、例えば合理的配慮が不均衡な負担を課すのでろう教師の解雇は差別的ではないと市町村が主張することを防ぐため、どの障害グループに対しても合理的配慮を提供できないことは違反であると規定しなければならない
。
2013年10月、政府は障害政策の活動計画を開始した。それには多くの有望な兆候が含まれているが、異なる分野がどのように橋渡しされるかは特定されていないため、一貫性に関する弱点が残されている。さらに、取り組みのための、そして漸進的でより包括的な条約の遵守を達成するための、期限を区切った測定可能な指標が欠如している。

第8条　意識の向上

8（1）：意識と偏見
調査によると、障害のない人はしばしば障害のある人についての否定的な見方をしていることがわかっている
。例えば、成人人口の64％だけが障害のある同僚と働きたいと思っている
。子どもたちの障害のある人々への見解についても、苦しい戦いである
。「彼らと私たち」というはっきりした考えがあり、これには根本的に意義を申し立てる必要がある。
8（1）ｂおよびｃ：法律上の用語の使用

古い法律の大部分は、今日、偏見と烙印を押されたものとして認識されている用語を使用している。これには「廃失」などの表現が含まれる。さらに最近の法律や法規制でも、人々の多様性としてではなく、障害のある人々との間に距離を作り、異なることに焦点を当てる方法で特徴付ける場合がある。

本団体は以下を勧告する。

•古い法律を改正し、新しい法律がその精神においても用語の面でもインクルーシブになるように書かれること。

8（2）：キャンペーンの取り組み
政府は、障害のある人やその権利について知らせることを目的とした「それは障害ではない」キャンペーンに280万デンマーククローネを割り当てた。このキャンペーンは、大部分テレビやラジオの放送によっている。出発点として、このキャンペーンが幅広い範囲に及んでいることはよいことであるが、障害のあるすべての人々がアクセスできるようにするための十分な資金は含まれていない。したがって、すべてのキャンペーン要素の音声記述、手話、サイン付きのコミュニケーション、読みやすい、または絵文字バージョンはない。
本団体は質問する。

•政府は、キャンペーンによって達成された効果を測定するか？

•なぜ政府は、キャンペーンが完全にアクセス可能であることを保証していないのか？
本団体は以下を勧告する。

•障害のある人やその権利に関する知識を促進するために、さらなるキャンペーンに資金を配分すること。このとき、すべてのキャンペーン内容に完全にアクセスできるようにしつつ、キャンペーンの前と後を測定することによって真剣に効果を判断すること。
第9条　アクセシビリティ

9（1）：法的基盤の限界
デンマークでは、新しい建物や改修された建物へのアクセシビリティはアクセシビリティ要件を定めた建築法制により規制されている。

建築法制の現行規定は、障害のある人々が新しい建物すべてにアクセスできるようにするものではない。たとえば、建築法制では、3階建て未満の新しい建物でリフトを求めていない
。その結果、新しい2階建ての建物にはフロア間にリフトがないことがある。他の例として、建築法制での音声誘導ループシステムに対する要請がある
。現在の「公の集会場所」の定義は、会議室などでのそのような技術のニーズと合致しない。

建築法制の欠点とは別に、もう一つの大きな課題は、新しい建物のアクセシビリティはしばしば既存の法的要件に満たないことが多く、また建物が使用されるまで発見されないことがしばしばあることである。建物の火災保険などの一般的な制度の遵守の記録化と管理を要求することによって、よりよい施行が求められている。また現時点では、障害のある人々が公園、道路などにアクセスできるようにするための屋外地域に関する法律は存在しない。
現在、既存の建物のアクセシビリティの概要を示す取り組みはないが、それによって、長期的に、古い建物もアクセス可能になるように行動計画に生かすことができる。

本団体は質問する。

•政府は、建物内や屋外でのアクセシビリティへの障壁の調査や確認など戦略的措置を講じるか？
本団体は以下を勧告する。
•既存の建物と屋外の区域が時間の経過とともにアクセス可能になるように、行動計画を立てること。

•今後の建物や屋外のアクセスを可能とするために必要な法制、基準、訓練、施行措置等に関して、取り組みの種類を明確にするための措置。

9（2）ｇ：テクノロジーに関する規制の不在
デンマークの法律では、ITやその他の技術的解決法へのアクセシビリティは規制されていない。この分野では、ウェブサイトへのアクセシビリティを提供するオープンな標準に関する政治的合意を含む、単発の取り組みが行われている。さらに、財務省のデンマーク・デジタリゼイション機構は、ITアクセシビリティに関する公共部門に助言と指導を提供する「すべての人のためのIT能力センター」を設立した。デンマーク・デジタリゼイション機構は、数年ごとに公的部門のウェブサイトのアクセシビリティを示すレポートを発表している。これらの報告書は、障害のある人がウェブサイトなどのアクセスを確保するための拘束力のある取り組みの必要性を明確に示している。取り組みがボランタリーな性質のものであるため、アクセシビリティに関する知識は欠如し、アクセシビリティに焦点を当てることも少ない。デジタル署名、NemIDはその一例である
。一般的な方法は、例えば、認知障害を有する人および腕や手の機能障害を有する人がアクセスできない。視覚障害のある人のための特別な方法が確立されているが、一般的な方法を使用できない他の障害グループには注意が払われていない。

障害のある人々は、電気通信分野における他の人にとっての激しい進歩から最適な利益を得ることもできない。政府の提供義務命令にしたがった1つの取り組みは、古い手書き電話機に代わるウェブベースのテキスト電話サービスを設定することであった。公式報告書に記載されているように、政府はこれが時間の経過とともにビデオ電話に置き換えられることを想定している。このサービスは、先天性および後天性のろうの人々、ならびに発声および聴覚障害を有する人々の障害を補うためのものである。

ビデオ電話へのアクセスを24時間確保することは難しい課題である。現在、サービスは午前8時から午後4時まで開かれている。サービスの品質と営業時間は、最新の入札に勝った者によって異なる。これにより、利用者のさらなる不確実性が生じる。また、障害のために最新のテクノロジーを使用できない人のために、古いスタイルの手書き電話へのアクセスを維持することにも課題がある。

公共部門のウェブサイトへのアクセシビリティは明らかにされているが、ソフトウェアプログラムと私的ウェブサイトに関する動向の概要把握も必要である。これは、政府が2015年までに公​​共部門とのすべてのコミュニケーションをデジタル化することを目的としたデジタル化戦略を実施し、義務的なセルフサービスの方法を紙からウェブサイト上の操作に置き換えようとしているので、一層緊急を要す。
本団体は質問する。

•政府はデンマークが、アクセシビリティへの障壁の特定とその排除を含む適切な措置を講じる義務を果たすための戦略的努力を開始するか？

•すべての種類の障害の人々がデジタル署名、NemIDの問題を克服できるようにするために、政府は何をしようとしているか？

•将来のすべてのデジタル解決法がアクセシビリティの要求とガイドラインに適合することを政府はどのように保証するのか？
第10条 – 生命の権利

心理社会的障害のある人は、顕著に死亡率が高い（平均余命は男性で22歳短く、女性で17歳短い）、この苦難を軽減するための措置は非常に限られたものであった
。死亡率の高さは、他の要因の中でも、精神薬理学的薬物の急性および長期間の有害な影響および身体疾患への注意不足に起因すると推定されるにもかかわらず、これまでのいくつかの取り組みは、食事、喫煙、アルコールおよび運動のいわゆるライフスタイル因子に対処したものであった。患者の権利と苦情に関する国立機関は、障害のある人の特別ニーズ住宅における非常に多くの、慎重さを欠く投薬に注意を喚起している。 2010年から2013年中頃に、この機関は、投薬が致死的な性質であった2つの報告を受け取った。 1つのケースでは市民が死亡した。さらに、82の深刻な出来事があった
。また、自殺した人の中で、心理社会的障害のある人の割合が多すぎる。これを是正するために取られた取り組みは不十分である。

本団体は質問する。
•政府は、精神疾患の治療において投薬の代替方法を見いだして活用するために、なにをするか？

•心理社会的障害のある人々の自殺を防ぐために政府は何をするか？

•医療制度の中で、精神障害のある人の死亡率の高さや身体疾患への十分な注意が確実に向けられるようにするために、政府は何をするか？

第11条 - 危機的状況と人道上の緊急事態

国際的に
ダニダ(Danida)を通じて、デンマーク政府は他の国々で人道救援活動を行う民間団体に助成している。
Danidaは、支給時の施設と支給用品に関して、障害のある人のニーズを満たす方法で救援援助が提供されることを要求していない。
本団体は以下を勧告する。

•国際災害救援援助は、実施団体が、危機や災害の時に最も脆弱な人々である障害のある人々に確実に到達できること、という要請をもって組織されるべきである。
国内的に

デンマーク政府は、緊急時対応法が危機と災害の事態における障害のある人のニーズに明示的に言及することをまだ保証していない。救援活動に携わる様々な機関は、災害時に障害のある人をどのように含めるべきかについての知識がなく、既存および将来の緊急時計画において障害のある人のニーズを満たすためのガイドラインは策定されていない。
さらに、デンマークの緊急サービスからの情報は障害のある人にとって十分にアクセスできない。このことは特にデンマークの緊急事態管理局のウェブサイトや、ろうの外国人を考慮していないSMSベースの早期警戒システムから明白である。さらに、登録手続きが非常に複雑で、多くの人が始める前にあきらめるので、多くのろう者はSMS早期警戒システムに登録されていない。
本団体は以下を勧告する。
•市町村の障害者緊急援助活動のためのガイドラインを準備すること。
•国および市町村の緊急サービスのすべての機関が、障害のある人の援助について、および障害のある人を十分に考慮することについて、訓練されること。
•障害のある人々がボランタリーな緊急サービスに参加することができるようにするための措置を講じること。

•デンマーク緊急事態管理局の評価機関が、災害やその他の危機事態での障害のある人のニーズを十分に理解していることを確認するための措置を講じること。

•この評価機関が、特定の介入の評価の際に障害問題の管理を含めて評価するためのガイドラインを作成すること。

•すべての早期警戒システムと災害準備に関する公衆に入手可能な資料が、障害のあるすべての人々にアクセス可能であることを確実にするための措置が、関連する利害機関との協力のもとで、講じられること。
第12条　法律上の平等な認識

12（1-2）：性犯罪の刑量の差異

強姦の場合、最大の刑は8年の懲役である（刑法第216条）。これは、被害者が身体的に抵抗できない場合にも適用される。加害者が被害者の知的障害を利用するときは、より低い最大の刑（4年）が適用される（第218条）。

本団体は以下を勧告する。

•被害者の障害の種類にかかわらず、強姦や強要された性交が同程度に処罰されるように、法律が改正されること。
12（1-3）：署名
身体的、認知的または視覚障害のために書類に署名することができない人に、印鑑のような他の形の署名は認められない。従って、個人は法的人格として認められず、代わりに他者から援助を得なければならない。
本団体は以下を勧告する。
•すべての人が有効な署名を補助者なしですることができるように、個人署名に代わる印鑑やその他の選択肢の使用を認める規則を定めること。
12（1）：精神医療法による法的無能力化

約5,500人の精神障害のある人が、毎年、強制的な措置や完全な法的能力の不認可を受けている
。
本団体は以下を勧告する。
•この問題の規模を検討し、心理社会的障害のある人々が他の人と同じように法律の対象となるように精神医療法を廃止すること。
12（2-3）：本人の同意に基づかない治療
精神医療に関する法律によれば、心理社会的障害を有する人は、不同意の入院および治療の場合には、法的能力を奪われる可能性がある。不同意入院の形での勾留の間、治療に関するその市民の表明された希望は担当医師によって無視されることがある。
本団体は以下を勧告する。

•特定の治療を受けることに異議を表明した場合、それを医師が尊重すること。
12（4）：後見制度
障害のある人々は、他のすべての市民と同様に法的に認められる権利を持つ。後見制度は、大きな決定、特に財務上の決定を理解し、健全に行うことが困難な人の意思決定支援を確保することを目的としている。
実際には、3分の1のケースでは弁護士が後見人に任命される。弁護士は、この任務に対して被後見人によって支払われ、同時に多くの人の後見人として働くことができる（一部の人は100人の被後見人を管理している）。弁護士は、後見している個々の人についての必要な洞察を持つことはめったになく、まれにしか会わない（たとえば、年に一度、多くの場合はもっと少ない）。本団体の見解では、これらの任務の具体的な取り組みについての中央による監督が、特に専門家による後見人に関しては、不十分である。例えば、この監督は、自分たちの仕事を満足のいく方法で実行しているかどうか、および執行中の規則に従っているかどうかについて、後見人自身の評価のみに依存して行われている。
後見人のその他の3分の2は近親者で、しばしば両親であるが兄弟姉妹やその他の場合もある。ここでは問題の発生が少ないとの評価があるが、共同意思決定と自己決定権を尊重する方法で任務を遂行することができない後見人もあり得る。
本団体は以下を勧告する。

•後見人が定期的に被後見人と会い、その人の人としての価値や家族の伝統についてある程度の個人としての洞察を持てるように、後見人のためのより詳しいガイドラインが定められること。さらに、法的権利保護を被後見人に提供することを後見人に義務づけることを可能にすべきである。この法的権利保護は、例えば市町村との関係において行われ、また精神科治療について不明確な点を明らかにする援助として行われる。これは現在、近親者の後見人によって大いに行われているが、専門家の後見人では、もしあったとしても、非常に限られている。
•法律上最も広範囲にわたる種類の後見を廃止すること。これは、投票権の喪失などを伴う、いわゆる第6条後見を指す。
•意思決定の支援を中心とした法律を導入するために後見制度を近代化すること。また、財産管理、精神医療を含む医療問題、その他の大きな個人的事柄など、障害関連の支援の結果として、だれひとり選挙権の剥奪があってはならない。
第13条　司法へのアクセス

13（1）：裁判員のための合理的配慮
障害のある人は、被告として、また証人として訴訟に参加することができる。しかし、障害のある人がいわゆる素人査定人や陪審員として参加するための合理的配慮は行われていない。

本団体は以下を勧告する。

•司法制度に必要な合理的配慮の提供を義務づける法律を成立させること。
13（2）：司法制度の中で働く者の訓練

警察、刑務所サービスおよび法廷の職員への障害に関する訓練は提供されていない。
本団体は以下を勧告する。

•司法制度内で働く人々に障害に関する訓練を提供すること。
第14条 - 個人の自由と安全
14（1）ｂ：障害による自由の剥奪
デンマークでは、精神医療のための特別法：精神医療における自由の喪失その他の強制に関する法律がある。その結果、精神障害のある人は、他の人に適用される基準とは異なる基準に従って、自由を奪われ強制の対象となる可能性がある。彼らは、治療の必要性を医学的に評価した後に拘留される可能性がある。この法律は、強要と強制を使用する場合の報告義務を課す。
本団体は質問する。

•政府は、実際に機能する報告手続をどのように確保するのか？
本団体は以下を勧告する。
•自分自身や他の人に危険をもたらすかどうかについての同じ基準に従ってすべての人が評価されること。そして、治療指示に基づく自由の剥奪が条約に違反しているかどうかを調査すること。
14（2）：精神科治療の宣告を受けた人々
2001年から2011年にかけて、精神科治療の宣告を受ける者の数が3倍になった
。特に、国の職員に対する暴力や暴力の脅威に対して、より多くの人々がこれを宣告されている。この上昇をもたらした理由は正確には不明であるが、精神医療の問題に取り組む団体は、増加の多くの部分は、強制的身体拘束や非自発的服薬に抵抗した精神科患者である、あるいは必要な支援が伴わない中での薬の再調整時の精神疾患の結果による、と推定している。治療・入院の点から刑の重さを見ると、特に軽微な法律違反の場合には、治療・入院の措置期間の長さと通常の（精神障害のある人以外の人々の）類似の犯罪に適用されている判決との間に合理的な比例関係は存在しない
。大部分は、入院の可能性を伴う治療が宣告される。つまり治療を担当する上級医師が、自由の剥奪を一方的に決定することができる。治療宣告によって自由が失われた場合、その旨の医学的決定についての苦情申し立ての仕組みはない。

メディアは、特別ニーズ住居や精神科病棟などでも、強要と強制が報告されずに行われていることを明らかにした。 あるケースでは、学習障害のある人のための民間ホームの居住者が、自由を奪われ、ビデオ監視、冷たいシャワーの対象となっていた。長年にわたってこれについて知っていたにもかかわらず、責任をもつ市町村は効果的に介入することを控えていた
。

本団体は以下を勧告する。

•新しく増えた精神科治療の宣告の理由となった、ある種の「犯罪」に対する調査が行われること。
•治療・入院宣告の形で処罰を課すときには比例原則が適用されること。
•治療・入院の代替として、通常の処罰を受ける権利が導入されること。
•治療宣告によるものであっても、あらゆる自由の剥奪について苦情申し立て制度が導入されること。
•精神科分野における強制の全国的登録と継続的監視を確実にするための措置を行うこと。

•暴力の防止および対話的かつ低減的なアプローチ・方法に関して、病院精神科医療の現任訓練が確立されるべきである。
第15条　拷問又は残虐な、非人道的又は品位を傷つける取扱い・刑罰からの自由
15（1）：品位を傷つける治療

精神科医療に関心のある団体は、しばしばベルト、手首・足首ストラップを使用した拘束に関する報告をしている。この行為は繰り返し行われており、いくつかのケースは長い間続いているため、欧州委員会の拷問防止委員会により虐待であると批判された
。

精神科医療の分野に関与する団体はまた、精神科患者が虐待として経験する、非自発的な薬物療法および電気痙攣療法（ECT、以前は電気ショックとして知られていた）の発生に注目する
。さらに、投与量と組み合わせがデンマーク保健医療当局の勧告に違反する投薬の事例がある。

本団体は質問する。

•政府は強制および非自発的投薬の記録化をどのように確保するのか？

•政府はデンマーク保健医療当局の投薬処方勧告をどのようにして確実に遵守させるのか？

本団体は以下を勧告する。
•障害者権利委員会が、拘束と精神薬理学薬品およびECTによる非自発的治療が条約に違反しているかどうかを評価すること。
第17条 - 個人の人格的健全さを保護すること
障害のある人の個別の人格的健全さを守るためのデンマークの努力は不十分である。援助において支配的であり続けている集団的で施設のような居住形態は、特に学習障害や知的障害のある人々にとっては、それ自体がしばしば人格的健全さを踏みにじる場である。自分で選んだものではない集合的住居の他の居住者といまだトイレ・シャワーを共有しなければならないすべての人、また、しばしばこれらのタイプの住居を特徴付ける様々な公式および非公式の規則がこれにあたる。例えば、夜間の訪問者、就寝時刻、食べ物、飲み物などに制限が行われる
 
。施設類似の障害者用居住形態を継続して使用していることは、この分野における進歩にとって主要な障害である。

本団体は以下を勧告する。

•政府は、施設類似の障害者用居住形態の使用を削減する、意図的かつ測定可能な取り組みを本気で行うこと。
有資格の専門職
本団体の経験では、施設類似の居住形態の職員は、市民の生活を管理するのではなく、市民を支援するための適切なバランスを取ることが困難であることがよくある。

本団体は以下を勧告する。

•政府が社会教育者の訓練を改正し、自己決定と自らの生活への影響に関する学習が必修要素となるようにすること。

非自発的投薬
実験的には、特定の詳細な基準が満たされていることが判明していれば、12ヶ月間まで効果が持続する神経遮断薬注射によって、精神科病院入院後に外来の非自発的薬物療法を行うことが可能になった。

本団体は以下を勧告する。

•精神科病院入院後の強制的なフォローアップに関する条項を廃止すること。
第18条　移動と国籍の権利
18（1）：永住許可
デンマークの市民権を申請する前に、永住許可証を取得する必要がある。この目的のためには、自活し、公的部門への借金がなく、デンマーク語のテストに合格することが求められる。条約の対象となる申請者は、前述のように、障害が1つまたは複数の条件を満たすことを妨げる場合、これらの条件から免除される特別なグループである。しかし、デンマークの立法と実践の現実は、条約が対象としているすべての人が、法律の免除範囲の対象となるわけではないことを示している。
子どもの障害により就労が妨げられた親は、自活の要件から免除されない。これにより、まさに障害を理由に、永住許可（およびその後の市民権）を得る機会が不平等になる。リハビリ給付を受けている人は、公的に借金を負うこととなり、返済された場合にのみ永住許可が得られる。リハビリ給付は労働市場への参入の手段であり、労働力が身体的、精神的または社会的要因によって制約されている人、すなわちしばしば障害のある人に支給される。

全国のデンマーク語学校の教育に関する調査によれば、補助器具、特別に用意された教材、追加の時間など、授業やテストでの障害のある人に対する専門的援助が常に利用できるわけではない
 
 
。

全体としてこのため、デンマークの市民権を取得するために必要な条件を満たす上で、他の人よりも障害のある人はより困難になる。

デンマーク語の能力要件の免除に関しては、ろう者は通常用意されているデンマーク語の試験に合格できないことを考慮する必要がある。特別なニーズのクラスで補うことによって、手話で教えることができるはずである。口頭での試験は、手話通訳者、またはろう者で特別に訓練された言語通訳者の配置のもとで行われるように準備されなければならない。

本団体は質問する。

•自活要件を満たしていない人、または障害（リハビリ給付）により公的部門に負債を負った人に永住権と市民権を得る平等な機会が提供されていないということは、条約の障害概念と両立しているか？

•適切な専門教育援助が語学学校で得られるようにするにはどうすればよいか？

本団体は以下を勧告する。

•語学学校で提供されている専門的な教育援助を調査すること。

•語学学校の教員の専門教育能力を向上させること、および/または、特別ニーズ教育の知識を持つ人と語学学校との協力を確立すること。

•永住権と市民権を得るための雇用と試験に関する要件からの障害関連の免除に関して、免除の理由として近親者の障害を認定することを含め、条約の障害概念を完全に理解すること。

18（1）：デンマーク市民権の申請
デンマークの市民権を申請する際には、あるレベルでデンマーク語のテストに合格し、2014年1月1日に市民権試験に置き換えられた特殊帰化試験に合格することを含め、一連の要件を満たす必要がある。非常に重度で大きな影響を及ぼす性質の身体的または精神的障害を有するという証拠を提示することにより、これらの試験のいずれからも免除されるように申請することが可能である。

障害が特に重大な性質を有することを証明しなければならないのは、その人自身である。条約の障害概念は診断によって決定されるものではなく、また機能障害が特に深刻であるかまたは大きな影響を及ぼすことを要求していないので、この証明を要求することは条約に整合していない
。

新しい市民権試験を扱う法案もまた、証明の要件に診断アプローチで対応している。これは、長々と説明と証明をしなければならないことやその他の理由で、他と比較してPTSDのような心理社会的障害のある人に不平等なものである。
申請者に免除が与えられるかどうかを決定するのは、国会議員によって選出・構成された帰化委員会であるが、実務状況の説明も、却下・承認の基準もない。このため法的権利保護に関して申請者は不安定な立場におかれる。また、たとえば学習困難によりデンマーク語の能力やデンマークの社会・文化の知識を身につけることができない人が、要件から免除される可能性があるかどうかは、規則からは不明である。

本団体は以下を勧告する。

•帰化法は、近親者を含めて障害の理由での免除を認めるように改正され、帰化審査委員会の事例評価での免除や実務の明確な基準を定めること。
•証明要件は診断のみに基づくのではなく、総合的な医学評価に基づくこと。
18（1）b：難民の割り当て

デンマークでは、国連難民高等弁務官（UNHCR）との自発的な合意により、年間一定数の難民を受け入れて再定住させることを約束している。これらの難民は保証された亡命者であり、その選択は外国人法によって規制されている。
2005年以来、選定基準は、難民の言語能力、教育背景、労働市場参入の準備状況などに基づいて評価されるいわゆる統合可能性に基づいていたが、焦点は個人的な脱出経過や保護の必要性に当てられてきた。
多くの場合、障害のある人は身体的および/または精神的状態により労働市場への準備ができず、また近い将来に準備できる見通しもないため、国連の割り当て難民となる機会に関して出発点から他の人よりも不利な立場に置かれる。

本団体は以下を勧告する。

•デンマークの労働市場に参加する見通しに関係する特別な能力を前提要件とせず、UNHCRの難民キャンプにおける障害のある人の割合に応じた数の障害のある人を割り当て難民として受け入れること。

第19条　自立生活及び地域社会へのインクルージョン
19ａ：脱施設化
1998年からの社会サービス法が施設概念を廃止したにもかかわらず、施設類似的な対策が引き続いている。例えば、ビボルグ市では、町の郊外にさまざまな発達障害のある60人が住む予定の特別ニーズ住居を建設した。いくつかの市町村は住宅、雇用、活動提供などのさまざまなサービスを同じ住所に集めはじめており、市民が日々の生活の中で環境の変化を経験するのを防ぐ。実際、社会住宅法は、施設を建設することに濫用されている。これらの施設は障害のある人以外が居住することはまずないので、ゲットーの傾向を永続させる。

本団体は質問する。

•施設と非施設の定義は何か？

•施設の住人は最大100人までとし、施設が建設され続けることを避けるために、政府は何をするか？

•政府は、障害のある人のよりインクルーシブな住宅条件を作り出す目標に向けて、法案や条約の意図を強化し促進するための、どのような取組をするか？

本団体は以下を勧告する。

•政府は、法令（政府命令、指針）で非施設を定義し、市町村のための拘束力のあるガイドラインを作成すること。

•政府が施設や施設類似の居住形態を積極的に段階的に廃止するためのイニシアチブをとること。

19a：どこで誰と暮らすか
社会サービス法第20章に準拠した特別ニーズ住居等の支払いに関する政府命令と、第108条（2006年12月12日の命令第1387）に従った特別ニーズ住居から離れる権利に関する政府命令には、以下のように記載されている：「社会サービス法第108条に基づいてサービスを受ける条件を満たしている申請者は、そのような住居を自由に選ぶ権利を持っている。」
2つのテストケースで、全国社会的請願委員会がこの自由選択の限界に関する評決を出した。原則決議165-10では、「そのような住居」の概念を取り上げた。全国社会的請願委員会は、市町村が、自由選択の規則に従って、もしその住居が適切であると考えられ、市町村が提案する額より著しく高額でない場合には、申請者が希望する長期居住のための支払いを拒否できないことを確定した。問題は、「適切」と「著しく高額でない」の市町村による解釈から生じる。
障害者団体は、そのタイプの住居を必要とするニーズがあるとする証拠がないという（市町村の）主張で、市民が希望する住居への入居を拒否される例を見てきた。
必要な支援へのアクセスは、住宅の自由選択を実現するための重要な前提条件である。市民がどこに住んでいるかにかかわらず、支援は得られると法律で明確に規定されているが、実際には、支援の種類は特定の居住形態に関連している。市民は、個人的および個別のニーズに応じて支援されるのではなく、むしろパッケージ契約/施設に割り当てられる。現在、本団体は往年の施設的解決策、すなわち就寝時刻、前もって準備された食事、セントラルキッチン、一括洗濯、外出時に障害のある人に同行するスタッフが少ないなどに復帰する傾向を経験している。
本団体は以下を勧告する。

•市町村による妥当性の評価よりも、どこで誰と住みたいかについての市民の希望の方が、法的に重視されるよう法律が改正されること。専門的な理由で市民が希望する住居が不適切であるとして拒否する場合には、挙証責任を市町村に負わせるべきである。
19ａ：自己選択の住居－利用しやすさ
デンマークの社会住宅の蓄えは、家族の住居、青少年の住居、学生の住居に関して多様性があるが、障害のある人たちにとっては利用しやすいものではない。
したがって、障害に優しい住宅の提供は限られており、非常に長い待機期間がある。社会住宅法に準拠して世帯向けや若者向けに家を建てる場合、障害のある人が広くアクセスできるようにするという原則はない。
社会住宅法では、障害に優しい住宅は「高齢者用住宅」という概念にまとめられている。その結果、1）障害のある人にとってのアクセス不足は、障害のある人が自ら適切な住居を見つけるのを妨げる可能性がある。 2）市町村紹介により、高齢者のための住居を割り当てられることがある。 3）障害のある人が、施設類似のホームに紹介される。 4）新しく建てられた障害に優しい住居はしばしば非常に高価であるため、財政的な限界がある。

本団体は質問する。

•社会住宅の蓄えのアクセシビリティを高めるために政府は何をなすべきか？

•政府は、どこで誰と生活するかの自由な選択を真に可能性にするため、どんな取り組みをするか？

本団体は以下を勧告する。

•建築者は、すべての新しい建物にさまざまなタイプの障害に優しい住居を含める必要がある（アクセシビリティについては第9条を参照）。
•社会住宅法は、住居の種類に関して、そしてあらゆるタイプの住居に障害に優しい住居を取り入れることに関して、近代化されるべきである。
19ａ：自己選択の住居－市町村の裁量権と財政責任に関する規則
当局は、しばしば自宅と居住形態を選びたいとの市民の希望ではなく、自らの権限の行使と財政に関する懸念を優先させる。多くの場合、市民は1つの住居しか提供されない。近年では、市町村が住民の他地域での居住費を支払うのではなく、市の住宅サービスに市民を「戻す」ことも一般的になった。これは市町村が、以前に他の市町村に住んでいた市民に戻ってくるよう望むことを意味する。本団体の経験では、一部の市町村で市民の認知障害を利用して、その人が本当にこの選択の結果を理解することなく戻ってくるように誘っている。このように、帰郷はしばしば住居に関する市民の希望に反して行われる。デンマークソーシャルワーカー協会は、会員への調査を行った。回答者の19％が、頻繁にまたは時々財政的な理由で障害のある人が出身市町村に戻ってきた経験を持っている
。
社会分野の法的権利保護および管理に関する法律と社会サービス法（専門的な社会分野での紹介権と財政責任との間の一貫性を規定する）の改正法に記載されている市町村の行動能力および財務責任の規則は、市民が住んでいる市町村以外の市町村が、社会サービス法に基づく支援に関する意思決定を行う可能性があることを意味する。これらの規則は、その事例の管轄機関が所在地から遠く離れているため、また、これらの人々が、支援の必要性に関する決定を下した市町村で市民として真に認識されないため、影響を受ける市民の法的権利保護問題を生み出す。さらに、市民が住んでいて投票権を持つ市町村以外の市町村が、社会サービス法に関してその市民の生活に影響を及ぼし続けなければならないということは非民主的である。市民は、その人が受ける決定を担う地方の政治システムに民主的な影響を与えることができない。これは市民が何年も前に市町村を離れたとしても行われている。
本団体は質問する。

•政府は、特別ニーズ住居に住む人に関する市町村の裁量権および財政的責任に関する規則の影響をどのように見ているか？

本団体は以下を勧告する。

•市町村の裁量権と財務責任に関する規則を廃止すること。
19b：支援の削減

デンマークの国の報告書には、個人的かつ実用的な支援、同伴支援スタッフの従事、住宅改修のための補助金、活動のための通訳、自動車の購入のための支援などのための様々な法的規定が列挙されている。

実際には、障害のある多くの人々は、必要な支援を受けていない。近年、本団体は、個人的で実用的な援助、通訳、同伴する支援スタッフ、交通支援など、支援の大幅な削減を経験している。例えば、支援時間の短縮や手話コースへの参加の拒否などが、市民の状況や援助の必要性が変わらなくても、起きている。これまで市民ニーズの総合的専門的評価を背景に提供されていた支援や援助は、単に市町村におけるより低いサービス水準に照らすだけでもはや提供されない。結果として、障害のある人々は、社会に参加する機会を持たずに、ますます「家に縛られている」と感じている。市民の実際的な用事に伴って同行することができる同伴支援スタッフ事業は、精神障害のある人にははっきりと禁じられている
。

同伴支援スタッフ事業は、国民年金制度の年齢制限の65歳未満の人にのみ提供される可能性がある。そのような援助の必要性が、中途障害のために高齢になって発生した場合、法は同伴ヘルパーの付与を認可しない。これは、純粋で単純な年齢差別である。

本団体は質問する。

•政府は、実際的な機能障害を有する人が、年齢や精神障害にかかわらず他の障害のある人と同様に同伴支援を受けられるように、同伴支援スタッフ事業の制度を改正する取り組みをするか。
本団体は以下を勧告する。

•市町村が法律の文言と精神に確実に従うようにするために、政府が実質的責任を負うこと。

19ｂ：手話通訳の可能性　
手話通訳が必要な人は、自ら選択した私的な目的のために年に7時間、盲ろう者の場合には20時間支給される。さらに、通訳基金が特定の目的のために利用可能である。基金がその年のうちに費やされた場合、通訳のためにこれ以上の資金は支給されない。また、超過額をある基金から別の基金に移すこともできない。基金が空になっている分野で通訳が必要な場合は、新しい暦年になって新給付が始まるまでは何もできない。さらに、ろう者の家族員で手話コースに通う者が財政的支援を得る場合にも問題が起こりえる。
本団体は質問する。

•政府は、手話通訳が必要な人々があらゆる種類の活動に年間を通じて従事する選択肢を保有することを確実にするために、より柔軟な体制を確立する予定か否か？

19ｃ：支援の一貫性
問題となっている別の課題は、異なる規定や法律に従って支給される場合、同じ支援者が支援を提供できないことである。柔軟性の欠如は、異なる規則に従って給付される支援の使用に関しては当たり前となっている。様々な支援者、通訳、指導者などは、彼らが解決できる課題の種類や、活動できるデンマークの地理的区域に関して制限されている。例えば、雇用における障害のある人の支援に関する法律に従って働く支援者は、職場での仕事しか助けない。これは支援対策の不便さと硬直性につながる。

本団体は質問する。

•異なる規定の下で給付されたとしても、同一人が支援を提供できるように、政府は法律や部門にわたる包括的な解決策の開発に取り組むか？

本団体は勧告する。

•市町村が、市民の状況が変化していないのにもかかわらず、特定の個別支給の支援を減らそうとする場合、その決定を正当化するために、市町村はより多くのことを行わなければならないように法律を改正すること。

•それぞれの住居での包括的な支援を必要とする市民のための特定の個別支給の支援を促進するように規則を変更すること。援助は住居とは別に提供されるべきで、もし別の家に移動することを選択するなら、援助も移転できなければならない。

•異なる法律に従って給付されていても、同じ人が援助を提供すべきと市民が決定できるように、法律が改正されること。

19c：治療

障害のある人は、治療システムのさまざまな部分で障害に基づいて拒否された経験がある。例えば、精神障害または学習障害のある人が、治療センターにはその障害への知識がないという説明のみで、精神科医療サービス、薬物乱用治療などを利用しようとしたときに断られる。

本団体は以下を勧告する。

•治療システムが、その機能障害の専門知識を持たないと主張して障害のある市民の治療を拒否することは、違法とされること。

19c：輸送

一般市民のための社会のサービスと施設に障害のある人もアクセスできるという権利には交通手段が含まれている。公共交通機関を使用する場合48時間前の援助予約をというDSB（デンマーク鉄道）の要望、および到着時間を午後4時前にという制限は、この権利に違反している。

本団体は質問する。

•公共交通機関の利用を希望する障害のある人が必要な援助を自由に得られるようにするために、政府は何をすべきか？

本団体は勧告する。

•公共交通機関の事業者が48時間前の援助予約を要求し、到着時間を午後4時までに制限することは違法とされること。
第20条　個人の移動
20ａ：自らの選択

アクセシブルな交通手段は、障害のある人の個人の移動を確保する上で決定的に重要である。デンマークの締約国報告に示されているように、 2010年に交通省は障害のある人の交通手段に関するアクセシビリティ政策を発表した。

この交通省政策は、大部分は状況報告の特徴をもっている。それが策定された後、アクセスできない設備の購入やアクセスできない物理的設備の設置の例がある。デンマークでも国際的にも直面している課題を踏まえて、より多くの結果と解決を指向する、より野心的なアクセシビリティ政策が必要である。

アクセス可能な設備、鉄道駅、バス停留所、フェリーターミナル、空港などの交通施設を利用した公共交通機関へのアクセスに加えて、個人の自律性と自発性および移動性を確保するためのその他の条件が必要である。例えば、市のバスでは、現在、バス運転手が座席を離れて傾斜版を広げるのを助けることができないため、アクセス可能なはずの設計が実際には使用できないという課題がある。同様に、長距離列車駅の1つで援助を受けるには、48時間前の予約が必要である。新しい「トラベルカード」を含む情報やチケットのシステムのアクセシビリティの必要性もある。このカードは、到着時に義務的なチェックアウト手順を忘れる認知障害のある人に大きな課題を提起している
。
本団体は以下を勧告する。

・運輸部門の設備や装置へのアクセスを確保するために、長期的な戦略を策定すること。この戦略では、新たに購入した設備や新しい装置がアクセス可能になるだけでなく、既存の設備や装置が時間の経過とともに利用可能になるようにすべきである。

20ａ：移動の促進
運輸業法は、移動能力が著しく低下した人のための個別移動サービスを義務づけている。それ以外に、視覚障害、学習障害、心理社会的障害などの障害のある人の他のグループは、公共交通機関が利用できない場合には車で移動する必要があるが、現時点では不可能である。理想的には、ごく少数の障害のある人だけが個別移動サービスを必要とするように、すべての公共交通機関はアクセス可能でなければならない。しかし、今日では公共交通手段が十分に利用できないため、より多くの人々がそれを必要としている。

障害のある人のための移動サービスが6つの異なる輸送会社によって提供されているという事実は、課題を生んでいる。彼らが提供しているものには大きな違いがあり、そして、各企業がカバーするエリアを越えて移動することは問題があり、いくつかの場所では不可能である。

本団体は勧告する。

•アクセス可能な公共交通機関であれば自力で旅行することができる障害のある人を含めて、アクセス可能な設備および情報サービスが取り入れられ、完全に展開されるまで、政府が障害のある人への個別移動サービスを確保すること。

•アクセシビリティの欠如がもはや障害のある人が個別移動サービスに頼ることを余儀なくさせることがないよう、公共交通機関をアクセス可能にすること。
•個別移動サービスの対象グループは、公共交通機関を利用できない障害のあるすべての人々を含むように拡大されるべきである。

20ｂ：同伴する支援職員
個別的に同伴者がいることは、認知障害のある多くの人々の移動の前提条件である。デンマークには受給者に月に15時間の同伴が可能な制度があるが、それはほとんど不十分である。この制度はまた、同伴者からの特別な専門的援助を必要とする人、または自分自身の要請で同伴してもらうことのできない人は、その15時間の権利を持たないことを明記している。これは、急に障害が引き起こる人（persons with acutely felt disabilities 意味不明：訳者）の移動を厳しく制限する。本団体は、ますます多くの重度の障害のある人のグループが、同伴者の不足により、特別ニーズ住居を全くまたはたまにしか離れられないという報告を受けている。この問題は、近年障害のある人のための居住および支援サービスの著しい削減により悪化している。

本団体は以下を勧告する。

•政府が、障害のある人に、自分自身では同伴を要請できない人および／または特別な専門的支援を必要とする人に、他の障害のある人とおなじ同伴される権利を与えること。

・特別ニーズ住居で生活する人の場合、月ごとの同伴時間を減らせる法律を廃止すること。

第21条　表現と意見の自由と情報へのアクセス

政府はその報告で、障害のある人は他の人と同様に思想や意見を述べる機会があると述べている。それにもかかわらず、非自発的入院の対象とされた人は、希望通りにコミュニケーションをとる機会が制限されることがある。

21ａ：情報へのアクセス

政府は、障害のある人が公共の議論を聞いたり参加したりするために必要な合理的配慮の種類についてその考えを示していない。また、一般的な情報に関して例えば字幕、手話通訳、音声解説など集団的に利用できる合理的配慮の程度や、国営や国の補助を受けたテレビチャンネルの合理的配慮の程度についても、政府は考えを示していない。また認知機能障害のある人々への義務も果たされていない。というのは、医療サービス、労働市場制度、教育機会などに関する市民への一般的な情報は、通常、読みやすいバージョンや絵文字では入手できないからである。さらに、新聞、定期刊行物、そして有益な公的印刷物へのアクセシビリティのための統合された、あるいは調整された取り組みはない。音の新聞（地方新聞の音声録音）は、盲、視覚障害、失読症の人々が印刷媒体の情報、討論、議論にアクセスできる代替手段を提供することなく、中止される。

本団体は以下を勧告する。

•全ての人が全国レベルのラジオやテレビ放送を含む情報にアクセスできるようにすること。これは、問題となる機能障害にかかわらず、障害のある人のニーズを満たすための幅広い方法を用いて情報を提示することを意味する。

21ｂ：手話通訳の制限
政府は、私的な場面で手話通訳を利用する可能性に注意を払っている（19bの説明を参照）。しかし、私的な場面でのコミュニケーションの機会は、デンマーク社会の他の人々が利用できる機会と比べて同等なものとはいえない。たとえば公共の議論の中で自分自身を表現する機会や、同じ包括性と情報の基盤の上で自らの意見を形成する機会など。
本団体は以下を勧告する。

•手話通訳の時間制限を廃止し、申請に応じての通訳サービス給付に置き換えること。

21ｃ：私的団体の情報へのアクセシビリティ
政党は得票数に応じて助成金を受け、この助成に条件は付されていない。

本団体は勧告する。

•政党助成金は、資料とウェブサイトのアクセシビリティを受給条件とすること。

21ｅ：手話の認定の宣言

政府報告は、手話は言語として認定されていると主張している。しかし、デンマークの法律で、デンマークの手話を公式のデンマーク語として認めるものはない。この認定は、デンマークの国家に限定されてはいるが、通訳費用をカバーすることがある。

本団体は勧告する。

•デンマーク手話は公用語として認定されなければならない。

第22条 - プライバシーの尊重

22（1）：プライバシーの不当な干渉

プライバシーまたは家庭生活への恣意的または違法な干渉は、障害のある人の支援ニーズに対応するための施設化アプローチに関連して直接行われる。特別ニーズ住居での日々の生活は、職員の職務リストと作業計画の対象となる。そこは市民の家ではなく、従業員の職場のようになる。その結果、市民はプライバシーの著しい干渉を受けることになる。これは、友人、女友達、男友達、夜間滞在者などとの社会生活の具体的な制限の形を取る。一緒にいることができるかどうかは職員の作業計画に適合させられるかどうかによるため、ロマンチックな関係を終わらせなければならない市民の例がある。さらに、職員は市民の個人的な生活を彼らの間で話し合う。障害のある市民が、性的サービスを受けるのを拒否されている例もあるが、これは他の人には許可されている。さらに、市民は職員の労働環境への譲歩として自宅の不本意な改造を強制されている。

本団体は質問する。

•条約に基づいて、そして条約第19条および第22条について提起した質問に関連して、長時間の支援ニーズのある障害のある人が自宅で暮らすために、適切な住宅条件をどのようにして確保するか？

•積極的な性生活の機会について、障害のある人とそうでない人の間で、平等をどのように確保することができるか？

本団体は勧告する。

•第１９条と第２２条に従って、施設概念が廃止され、個人の自己決定が尊重されることを確実にするために法律が強化されること。

•積極的な性生活の機会の平等を確保するために法制が強化されること。

22（2）：市民の知らないところでの同意なしの秘密情報の交換

精神医療法は、病院からの退院時に調整計画が作成されたときに、市民の知らないところで同意なしに秘密情報を交換することを可能にする。秘密情報は、いわゆるPSP協力（精神医学、社会当局、警察）との関連で市民の同意なしに交換することもできる。

本団体は以下を勧告する。

•心理社会的障害のある市民は、他の市民がすでに享受しているように、秘密情報の交換に対して同じ保護が与えられるべきである。

第23条　家庭と家族の尊重

23（1）：平等な家庭生活

自宅での実際的な援助は、自分で何らかの家事を行うことができない人に提供される。しかし、障害のない人と結婚しているか同居している人には、障害のない人が家事を行うことができると想定されているため、実際的な支援は提供されない。

したがって、障害のある人は、家事を当事者間で平等に分かち合う他の人と同じ条件で家庭生活を送ることはできない。障害のある人のパートナーおよび高齢の子どもは、しばしば不均衡な負担を課される。

23（1）：兄弟との生活

本団体は、一部の市町村では、障害のある子どもたちに焦点を狭く絞りすぎ、家族全体の状況を見落としていることに注意している。そのような一面性は、家族全員の幸福にとって、ひいては障害のある子どもの幸福にとっても有害である。

23（1）ｂと23（2）：不妊治療および養子縁組
障害のある人が不妊治療を受ける権利があるかどうかを判断するのは、一般開業医の責任である。その個人が親の能力を持っているかどうかを評価しなければならない。さらなる評価なしに治療から失格となる唯一の基準は、その人が薬物乱用の問題を抱えているか、すでに子どもが家の外でケアを受けている場合である。親の能力を評価するためのガイドラインはない。

したがって、不妊治療へのアクセスは恣意的となる。一部の医師は、障害を親であることのさまたげと見なさず、他の医師は障害自体がその人の親としての適格性をなくすものと信じている。これは、障害のある人が他者よりも不妊治療を受けることをより困難にする。それはまた、非自発的な不妊の治療対象に誰がなって誰がならないかについて、障害のある人の側の異なる恣意的な反応を生む。
本団体は、障害のある市民に対して不妊化手術や中絶を説得する試みを経験している。

本団体は質問する。

•政府は、障害のある人が恣意的に拒否されないようにするために、親となることの能力の評価方法を示し、不妊治療を受けることができる人とできない人を判断する指針を作成するか？

•政府は、個人の見解や偏見ではなく現行の法律に従って指導するよう、保健医療スタッフの訓練を確実に行うか？

本団体は勧告する。

•障害のあるすべての市民は、妊娠可能性を保ち、子どもを持ち、家族を形成する機会を他の人と平等に確保する必要がある。

同じ懸念が養子に関してもあてはまる。
23（2）：人工内耳（CI）と手話
ろうの親のいる家族については、デンマーク保健医療当局は、正常な聴覚を持つ専門の社会教育者を主な連絡者として配置し、ろうの親の子どもで人工内耳手術を受けた者を通常の聴覚を持つ子どもの保育園や学校に入れることを勧告している
。その目的は健全な言語モデルでの家族生活の実現である。デンマーク語の話し言葉よりも手話が低価値だという価値をふくんだ判断が明らかになる。同時に、両親は自立、自己決定、自分の子どもを教育する権利を奪われている。

本団体は質問する。

•ろうのある家族の自己決定権はどうしたら認められるか？

•人工内耳を持つ子どもの手話教育の選択肢と一般的な手話学習環境とは、家族にとってどのように保証されるか？

本団体は勧告する。

•ろうの親をもつ人工内耳手術を受けた子どものバイリンガリズム（２語併用主義）を完全に認めること。
23（2）：学習障害および心理社会的障害のある親
デンマークは、認知困難な両親には十分な支援を提供していない。よく知られ、よく記述されていることであるが、デンマーク当局は、法令では自主的なものと書かれているが実際には強要によって、しばしば学習障害や心理社会的障害のある両親から子どもを引き離している
。親としての能力の開発のための結果指向の支援に関する代替方法は、他の国でこのためのプログラムがよく記録された経験として存在しているにもかかわらず、極めて低い実施状況である
。
障害のある一部の人々と係わる際の施設的アプローチが、自分たちの希望に沿った家族生活を維持する機会を減らすことに実際に貢献していると付け加えることができる。

本団体は質問する。

•政府は、学習障害のある両親支援の国際的な経験を組み込むために、より多くのことを行うか？

23（3）：障害のある子どもの障害のない親

現在、障害のある児童の障害を持たない親に注意をより払うべきである。なぜなら、この種の親は公的機関、すなわち子どもの最善の利益とは異なるかもしれない計画を持つ専門家によって、家族生活が侵害されるからである。 1例は、人工内耳をつけたろう児の聴覚障害のない両親である。
第24条　教育
24（1）a、bおよび 24（2）a、b：自己の価値の認識と人格の発達
2012年5月1日に、「フォークスコール」（デンマークの10年の義務教育）での特別ニーズ教育に関する新しい法律が発効した。この法律は、特別な教育ニーズを持つ生徒を通常の学校環境に含めることを強化することを目的としている。

この法律の変更によりデンマークは、特別なニーズを持つ児童のインクルージョンの機会の増加への積極的な一歩を踏み出した。それは、一般の学校制度のすべての子どもたちにとっても、特別教育に引き続き参加する子どもたちにとっても、関連する課題を提起している。
本団体は、障害のある子どもや若者の中には、診断がないか診断を得ることを見込めないため、必要とする援助、支援、処遇を受けることができないでいる人がいると認識している。
本団体は質問する。
•政府はインクルージョンの増加をどのように把握しているか、どのようにアイデンティティ、自己価値、言語多様性、肯定的自己認識が発達し続けられているか、とりわけその発達が同等の状況にある他の子どもとの交友を通じてなされていることの裏付けを含めて、示してほしい。
•政府はどのようにして障害のあるすべての子どもたちが必要とする支援を得ることを保証するのか？
24（2）b-e：インクルージョンの質

国民学校を担当しているのは市町村であり、したがってインクルージョンも市町村の責任である。市町村には自治があり、国民学校でのインクルージョンは市町村ごとに異なる。
教師とその組織の意見は、特別なニーズを持つ児童を適切にインクルージョンの対象とするための専門的資質が不足しているというものである
。それに対応して、国は2013年の価格水準で10億デンマーククローネを6年間で支出することを認可した。これは、教師1人当たり１年間に3,380クローネに相当する。この資金は、専門能力強化、教育におけるIT、クラス管理、より良いデンマーク語と数学、およびインクルージョンの一連の分野で資格を向上するために使用する必要がある。これを介入のさまざまな分野にどのように配分するかは市町村次第である。特定の障害のある子どもたちをどのように教えるかについての知識の欠如は、その子どもを特定の科目から免除することにつながることがあり、これらの子どもの科目の修得、他の子どもとの社会的交流、そして自尊心に有害である。さらに、それは子どもたちのその後の教育に支障をきたす。言及する価値のある例は、盲の子どもを体育、物理および幾何から排除することである
。

より強化されたインクルージョンへの移行過程において、障害のある子どもを特定し、追加的な支援の必要性を把握するための学校の能力が不足している場合には、特別な困難が生じる。子どもの（目に見えない）障害はしばしば遅れて発見され、子どもは十分な支援を得ることができない。一例は、伝統的に通常の学校に通ってきている失読症の子どもたちである。教育省や市町村は、学校には子どもの特別なニーズを把握し、適切な支援を提供する能力があると主張しているが、教育省のデータによれば、あまりにも多くの子どもが、「フォークスコール」の最終試験をパスするのに十分な読解、筆記、算数の能力をもたずに学校を離れている。私たちはこれを生徒が教育に本当には含まれていない徴と見ている
。

補助器具や補償措置に関しては、そのニーズを持つ子どもたちがどのように支援されているかに大きな差異がある。例えば、ITを用いた支援装置の配分に関する規則はなく、教師は生徒にそれらの使用を教えるスキルがないことが多い。教師が補助装置を使用する選択肢を知らない場合、子どもは十分な質の教育を受けることができず、同級生のレベルの学習に追いつくことができず、能力を発達させる機会が失われる。

強化されたインクルージョンへの移行に関連して、特別なニーズを満たすために集中的な支援と身体的訓練を受けてきた子どもたちが、通常の学校に入るためにこの特別なサービスから切り離されてしまうことがある。

強化されたインクルージョンの規定によれば、主流学校の管理職は、各子どものニーズに応じて、個別的かつ実践的な支援を提供でき、場合によっては学校コミュニティへの児童の参加を促進できる援助者を雇うことに責任がある。
本団体の経験では、市町村はこの分野の知識を持つ人を採用することに消極的である。

本団体は質問する。

•どのようにして、子どもたちが通常の学校で、教育や訓練のニーズを満たすための支援を確実に受けられるようにするのか。

•特別なニーズを特定し、特別なニーズを持つ子どもたちを教えるための適切な能力を学校や教師がもつことを、どのようにして確保するか。

•政府は、学校が合理的配慮を提供するために、補助器具の使用および使用方法の指導と補助について、十分な知識を本当に得ていることを、どのように確保するのか。

•政府は、追加資金が、学校や教員のインクルージョンに関する資質の向上に本当に費やされていることを、どのように確保するのか。

•政府は、確実に学校の管理者が、仕事に必要な資質のあるヘルパーを雇うための適切な能力をもてるようにするために、どうするのか。

•政府は、国民学校へのインクルージョンが費用節約のための取り組みになることをどのようにして避けるのか。

本団体は以下を勧告する。

•市町村に、必要な支援を提供するために、読むことの困難をもつ子どもたちの早期検査を行う義務を課すこと。

•教師の現任訓練を確立し、障害に関する必要な知識と、補助器具の使用を含む特別なニーズを持つ子どもたちを教えるための適切な能力を与えること。

•政府は、幼児教育にはじまり国民学校を経てすべての形態の職業訓練コースと高等教育、および現任訓練や補足教育そして生涯学習に至るまでの、すべてのレベルの教育システムに完全かつ効果的なアクセシビリティとインクルージョンを確実にする計画を策定すること。

24（2）b：義務教育以降の教育

政府は若者の95％が義務教育を超えて勉強することを目標としているが、障害のある青少年の場合にこれを達成する方法については全く考慮されていない。実際には、この段階の教育は、障害のある人にとっての物理的アクセスの欠如を含め十分にインクルーシブなものではなく、調査によれば、障害のある若者は障害のない若者に比べて義務教育後の教育への移行がはるかに遅れている
。例えば、履修を完了する期間の延長を可能にするなど、合理的配慮を提供し、義務教育後の教育をよりインクルーシブにする必要がある。さらに障害のある青少年が自分の補助器具を国民学校から持ち込めるようにする合理的配慮を提供し、補助器具なしの期間をなくすようにしなければならない。

同年齢のための通常のコースではどうしても効果が得られない少数の若者を対象とした「特別に準備された青少年教育」（STU）がある。しかし我々は、最も困難な問題を抱える若者が義務教育以降に勉強できないでいることに気付いている。

本団体は質問する。

•政府は、最も困難な若者の教育権利を守ることを含めて、障害のある若者も同様に95％の目標を達成するために何をするか？

•政府は、義務教育以降の若者のためのコースへの参加をどのようにしてより確実にするか？

•政府は、義務教育以降の教育の教授方法、補助器具、特別に準備すべき資料に関する十分な専門知識を、どのように確保するのか？

•心理社会的障害のある人に心理援助が提供されると、義務教育後の教育を修了するという肯定的な経験がある。ただし、このような支援は散発的にしか提供されていない。政府はこの実践をどのように広げるか？

本団体は以下を勧告する。

•障害のある若者の教育率を調査すること。

•障害のある青少年の教育率が他の若者と同じ水準に達することを確実にするために、結果を重視した取り組みを行うこと。

24（3）a-c：専門的知識の維持

主流の教育にインクルージョンできないほどの困難を抱えていると判断された子どもたちには、サービスが引き続き提供されている。しかし、強化されたインクルージョンへの移行に関連して、多くの市町村は専門サービスから主流学校へ資源を移転している。したがって、本団体は、専門サービスに残っている子どもたちに提供されるものの質と専門性が損なわれる可能性があることに大きな懸念を表明する。
国民学校からは手話環境が事実上なくなり、他方両親への助言や指導は、人工内耳と言語療法に集中している
。手話の使用は推奨されない。これは、ろう者社会の言語的アイデンティティを弱める。さらに、盲または盲ろうの子どもの点字学習の質および強度が弱まっている。

本団体は質問する。

•高品質で専門的な支援サービスを維持するためには何をすべきか？

本団体は以下を勧告する。

•手話の選択肢を提供する助言を含め、非常に重度の障害のある子どもを世話し教えるスタッフや親のための有益な助言と指導を確実にするためには、より多くのことが必要である。

•稀少および／または複雑な障害を有する子どもに関して、有益な助言と指導が保証されること。

24（5）：高等教育

デンマークの国の教育助成金（生活費）の資格を得るには、所定の年数内に高等教育を修了しなければならない。病気のような特殊な状況では、勉強の期間を延長するための免除申請が可能となる。障害に基づいて学習を延長する選択肢はない。したがって、障害のために卒業までに時間がかかる人は、全期間を通じて国の助成金を受け取ることができない。また、補助器具、特別に準備された資料、通訳、補助と指導などの専門的な教育支援も、規定された年数でコースを完了することを条件としている。

前述の国の助成金を受け取るには、年間就労所得が2013年の価格水準で87,816クローネ以下でなければならない。障害があり、学業と並行して有益な雇用を得ることができない学生のために、助成金は、他の学生が賃金労働から得るものと同等額の補足によって増額される。この給付の対象となるグループは、障害によって有益な雇用を得ることができない人で構成されているが、学習を完了するまでに長時間を要する障害のある人は対象としていない。

規定された年数で卒業できない障害のある学生は、リハビリテーション給付を受けることができる。これが認められるためには、3つの条件を満たされなければならない。学生は通常入学に必要な平均点を取得していなければならない。さらに、当該コースは労働市場への最短経路でなければならず、現実的に教育が雇用に結びつくものである必要がある。したがって、他の人々は点数に基づいてのみ評価され、コースが短期に雇用につながるかどうかは関係なく評価されるのに、その障害のある人は「二重」に選考のプロセスを受ける。

本団体は質問する。

・政府は、財政的支援や、補助器具、特別に準備された資料、手話通訳、補助や指導などの個別的支援の認可基準を、学習の全期間を通じて与えられるように変更するか。

•政府は、国の教育助成金の障害による補足が、有給労働の遂行能力によってではなく、学習に関連する機能障害の障害概念によって決定されるよう認定基準を変更するか？

•政府は、障害のある人が他の学生と異なる二重選考プロセスの対象にならないように教育助成金の規則を変更するか？

•政府は、障害のある人々が現在、教育の選択において平等な機会を享受していると信じているか？

24（5）：生涯学習

部分的に自費で部分的に国庫補助されている幅広い余暇時間コースがある。障害のある人は、教室、教材、教育方法のアクセスの程度に応じて参加することができる。さらに、好みに応じて障害のある人のための特別な方法的準備や小規模クラスのグループを設立することも可能である。後者（小規模）の要素は、要するに障害のある人のグループが、障害のない人のグループよりも、学生一人当たりの費用が高額であることを意味する。成人教育法によると、市町村は余暇時間コースを支援することを義務付けられており、障害のある人のクラスにより多くの資金を提供するという選択肢がある。

これらの障害のある学生の自己負担が障害のない学生と同じ程度になるまで、すべての市町村が障害のある人のためのコースを支援しているわけではない。したがって、障害のある人は他の人よりも余暇時間コースに多くを支払わざるを得ない。

これらのコースと関連して、一部の市町村では、障害のある人の交通支援が認められている。この目的のために割り当てられた小規模の国の資金もある。

この国の資金は一時的な助成金によっているため、常に中断する危険がある。

市町村や国の資金を利用してもなお、障害のある人は多くの市町村で、公共交通機関を使えればそこに支払ったはずの交通費以上の自己負担額を支払わなければならない。

本団体は質問する。

•ボーンホルム市の障害のある人のための余暇時間コースへの支援の削減に関する一方的な緊縮財政措置を含め、市町村でのこの制度の運営について、政府は何を知っているか。

・ボーンホルム市の決定が差別を意味するものでないとした場合、政府は差別の概念をどのように認識しているか。

本団体は以下を勧告する。

•障害のある人の教育に向けてより多くの助成をする義務の目的は、障害のある人とそうでない人の平等な自己負担額の拠出を確保することであることを明確にすること。

24（5）：現任訓練およびその他の専門的開発訓練

障害のある人は、他の人と同じ入学条件および財政条件で、現任訓練およびその他の専門的な開発訓練に参加することができる。しかし、この分野では、補助器具、訓練方法の調整、特別に準備された資料、手話や文字解説、指導やパーソナルアシスタンスに関して、合理的配慮を利用できるようにする義務はない。したがって、参加の機会は実際上非常に限られている。

本団体は質問する。

•政府は、障害のある人が実際に現任訓練やその他の専門的な開発訓練の権利を享受できるようにするために、どのようなことを行うのか？

本団体は以下を勧告する。

•障害のある人が、現任訓練およびその他の専門的な開発訓練のために、支援、特別に準備された資料、および補助器具を受ける権利を保証するために、法律が制定されるべきである。

24（5）：成人の外国人のためのデンマーク語　

難民や家族の再統合の対象者としてデンマークに到着する人は、デンマーク語教育への参加が求められる。

デンマークの語学学校全校で実施された教育調査によると、教育クラスやテストで、補助器具や特別に用意された教材の面での特別な教育援助がどこでも利用可能なわけではないことが示された
。これは、障害のある人が条約第18条関連の永住権と市民権を得るために必要な教育に参加することをより困難にする。

本団体は質問する。

•適切な専門教育援助が語学学校で利用可能となることを政府はどのようにして保証するのか？

本団体は勧告する。

•デンマークの語学学校で提供されている専門的な教育援助を体系的に調べること。

•デンマーク語の語学学校のスタッフが、専門教育能力を身につけて資格を向上させること、および/または専門社会教育機関と語学学校の間に緊密な協力を確立すること。

•永住権とデンマークの市民権を得るための条件である雇用と試験の要求からの障害に基づく免除を受ける人々のグループを拡大することによって、条約の障害概念が認識されるようにすること。

第25条　健康
デンマークの締約国報告は、医療分野における一連の取り組みと介入について記述している。しかし多くの記述は、障害のある人の経験した問題点を反映していない。また、報告ではいくつかの課題は省略されている。

25ａ：医療における平等

いくつかの最近の調査では、障害のために特別ニーズ住居に住む人々が、医療と医療制度へのアクセスの明白な不平等を経験していることが示されている
 
。不平等は市民に障害があるということに由来するので、この現実は障害者権利条約に違反している
。

締約国報告は、デンマークの保健医療当局が投薬分野における特別ニーズ住居の監督について記載しており、予防的な在宅訪問の事業についても言及している。しかし、この大きな監督は孤立した取り組みであり、特別ニーズ住居は、高齢市民のホームのような義務的で定期的検査の対象外である。同時に、アウトリーチ活動と継続的な在宅訪問は、障害のある人ではなく特に高齢市民を対象としている。事実、障害者団体の経験によれば、知的、認知、精神の障害のある人は、例えばプライマリヘルスケアで、ニーズに合っていないなど大きな障壁に遭遇する。したがって、デンマークでは、特別ニーズ住居に住む人々が必要とする医療サービスにアクセスできるようにするために必要な措置をとることができなかった。

さらに、障害のある人にとっては多くの医療クリニックにアクセスすることができず、どれがアクセス可能かの信頼性の高い登録はない。例えば、首都圏で行われた2012年の調査によると、総合医療を行っている診療所の16％のみが、分析で定義されたアクセシビリティ基準を満たしていた
。
最後に、利用者は一連の障害関連の医療費を負担することになり、障害のある人へのアクセスの不平等を生む（歯科医療、交通費、薬など）。

本団体は質問する。

•高齢者ホームと特別ニーズ住居での医療サービスの監督の違いの原因は何か、政府はどのようにして特別ニーズ住居の住民が安全な薬を含む医療システムへのアクセスを他の市民と同じにするか？

•民間事業者や開業医療従事者によって提供されるものを含め、すべての医療サービスが障害のある人にアクセス可能であることを国がどのように保証するのか？

•国は、医療分野における障害関連費用を把握し、それが障害のある人に対する差別となることを避けるための措置を講じるか？

25ｂ：予防と健康
障害のある人々には、既存の予防および健康促進サービスを使用する機会が不足することが多い。その理由は、アクセスできないため、またはこれらの市民のニーズを満たすために十分な設計がなされていないためである。その結果、予防と健康促進が最も必要な市民の中には、サービスへのアクセスが最悪となっている人がいる。
本団体は質問する。

•障害のある人が、他の市民と同等に、必要な予防および健康促進サービスに確実にアクセスできるために国はどうするか？

25ｄ：医療従事者の訓練による意識向上
デンマークでは、病院の所有者（地方）は、障害のある人に医療への平等なアクセスを提供するための、医療従事者の資格向上訓練に関連する措置を講じていない
。
本団体は質問する。

•医療専門職および医療専門職の委託により医療サービスを提供する者が、障害のある人の人権、尊厳、自律およびニーズに関する必要な知識を保有していること国はどのようにして確保するか？

25ｅ：健康保険、事故保険および生命保険の加入の際の差別

障害のある人は、しばしば健康保険、事故保険、生命保険を拒否される。

本団体は以下を勧告する。

•国がこの差別を終わらせるために介入すること。条約第4条（1）eも参照。

第26条　ハビリテーションとリハビリテーション
26（1）a：ハビリテーションの概念

デンマークでは、ハビリテーションとリハビリテーションの区別はない。 2011年には、政府はハビリテーションとリハビリテーションに関するガイドを発行しようとした
。しかし、この刊行物は、以前に白書に記載されていた完全な定義に基づくものではなかった。その結果、ガイドは非常に不明瞭で不十分であると考えられ、障害者団体と関連専門職団体の両方が大きな懸念と批判を表明した
。

本団体は以下を勧告する。

•取り組みを再検討し、ハビリテーションの概念を独立して定義すること。

26（1）a：統合的介入

本団体は障害のある人から、市町村での分断されたサービスを経験しており、市町村の異なる事務所の点と点を結ぶことは市民の責任とされていると、継続的に報告を受けている。さらに市民は、どちらが責任を負いどちらが費用負担するかについての事務所間の意見の不一致に遭遇している。その結果、市民は必要な支援が受けられず、どの事務所がどのサービスを提供すべきかを自ら探すことになる。
本団体は勧告する。

•政府は、手続きの一貫性と明確性を確保することが自治体の責任であり、義務であることを自治体に明示すること。

26（1）ｂ：成人のための特別ニーズ教育を通しての参加とインクルージョン
デンマークの法律は、精神的または肉体的障害の影響を緩和または制限することを目的とした成人への特別ニーズ教育を提供している（補償的特別ニーズ教育）。このサービスは、参加者の独立した自立生活の機会を増やし、社会への積極的な参加とインクルージョンの機会を高める補償戦略、方法、および補助器具の使用を支援するためのものである。

実際には、この法制度は二次的なもので、他の制度で利用できるサービスがない場合にのみ特別ニーズ教育が許可されるため、そのようなコースにアクセスすることは困難である。市民の法的権利の保護はない。市町村の解釈は非常に多様で恣意的であり、特別ニーズの成人教育が他の法律に対し二次的とされているので、条約のインクルージョンと平等の機会の意図は十分には実現しない。本団体は、多くの人々が特別ニーズ成人教育を申請し、市町村によって拒否されていることを知っている。このサービスを受けている市民の数には公式の統計はないが、デンマーク盲人協会のコース部門の集計では、コース参加者数が着実に減少している。こうして2002年には105人が参加していたが徐々に減少し、2010年にはたった17人となった
。

本団体は質問する。

•身体的または精神的障害の影響を軽減または制限することを目的とした教育（補償的特別ニーズ教育）に対する法的権利がないことと、障害のある人々の社会へのインクルージョンと積極的な参加の機会を確保する目的・義務とが、政府はどのように両立すると信じるのか？
本団体は勧告する。

•社会へのインクルージョンを可能とするため、すべての障害のある人に特別ニーズ成人教育の法的権利を与えること。
26（1）b：参加とインクルージョン - 障害に基づく制限

統合失調症の診断を受けた人は、パイロット免許と永久的な運転免許証を取得し、警察官になり、子どもを養子にする機会が限られている。これは、その人の個別の評価によらず、もっぱら診断による。この制限はしばしば、治癒したと宣言され投薬を中止されても中断されない。

本団体は勧告する。

•一般的な制限は廃止し、常に各市民の個別的評価によって、パイロット免許、永久的運転免許、養子縁組の申請の却下の根拠を実証しなければならないようにすること。
第27条 – 労働と雇用
27（1）a：開放的かつインクルーシブな労働市場

政府は、2009〜2012年の障害のある人の雇用戦略を発足させた。
その戦略の影響は評価されていない。さまざまなプロジェクトや取り組みが実施されている。この知識をより効果的に展開し、障害のある人の雇用を増やすための方法を実施する観点から、この知識を集める必要がある。残念なことに、2008年の景気後退の後、雇用の減少は、一般の人々以上に障害のある人々に大きな影響を与えている。 2012年の障害のある人の就労率は、社会全体の78％に対し、44％であった
。

さまざまな障害グループの就労率には大きなばらつきがある。例えば、精神障害のある人で24％、盲人で15％である
。

一般に、障害のある女性は、障害のある男性より労働市場でははるかに少ない。就労率は男性は52.1％で、女性は42.6％にとどまっている。経済的社会的文化的権利に関する委員会は、障害のある人の不完全雇用状態を批判したが、これは政府に何らの対策もとらせていない
。

27（1）a：雇用市場における年齢差別

柔軟な条件での補助金雇用のための規則（フレックスジョッブ）は、国民年金制度の受給資格のある年齢以下の人にのみ適用される。この種の仕事では、雇用主は実際の勤務時間数、例えば週5時間に対して賃金を支払うが、市町村はそれに上乗せして失業給付に似た支払いをする。デンマークでは、国民年金制度の受給年齢を超えて労働市場で継続したい場合には、高齢退職を10年まで延期し、後により高額の年金を得ることが可能である。ただしこの選択肢は、柔軟な条件での補助金雇用の人には適用されない。

同様に、雇用されていて2003年1月1日以前に発効していた早期退職年金制度に基づいて、障害給付を受けている者は、国民年金制度の受給年齢以降労働市場に留まるために国民年金を延期したいのであれば、障害給付を受けられなくなる。障害給付は、2003年1月1日以前に有効だった規則に従って、勤労収入がない場合中級または上級の早期退職年金が受けられる程度の重さの機能障害のある市民に支給されていた。
本団体は質問する。

•障害のある人が労働市場にアクセスできるようにするために、政府はどのような取り組みを行うか？

•政府は、労働市場における差別禁止法第２条aに従って適切な対策を行う企業の義務を、どのように定義するか？
•政府は、例えば柔軟な条件での補助金雇用や障害給付など、障害を補償する支払いを受けている場合に、年金受給年齢を超えて労働市場にとどまる機会が不平等である点を是正するために、どのような取り組みをするか？

本団体は勧告する。

•政府は、障害のある人の就労率が人口全体のそれと同等でなければならないという目標を設定すること。

•政府は、障害のある人の就労率を人口全体と同レベルに高めるための総合的な戦略を策定すること。

•補償制度を再調整し、市町村の介入なしに、雇用主が市民と協力して迅速かつスムーズに必要な調整を行い、システムを対応させることができるようにすること。
•適切な措置を講じる雇用主の義務を、労働市場における差別禁止法に沿って定義すること。

•新法では、柔軟な条件での補助金雇用と障害給付などの障害補償給付の年齢制限を取り除くこと。
•市民社会の知識が障害のある人の雇用創出に活用されること。

•障害補償制度の利用記録の改善により透明性を高め、人数と費用の両方を読み取り、監視できるようにすること。

•障害と雇用に関連するジェンダー特有の問題に取り組むこと。

27（1）ｄ：職探しへのアクセス
求職の領域もまた、電子求人広告などアクセスの問題を提示する。仕事関連の補助器具や材料を入手するのに待ち時間があり、雇用と障害に関しての適格な指導が不足しており、障害補償制度に関するデータが不透明である。補助器具にアクセスし、職場での特別な調整を得ることは官僚的で負担となっている。この事態は、市民と企業が共により多くの障壁を克服できるよう革新的な解決策を考えることを要請している。人々を雇用に導く取り組みでは、性別や障害に関する差異が考慮されていない。市町村が運営する雇用センターは雇用主と従業員の間の仲介者として重要な役割を果たしている。しかし、一般的には、雇用センターは障害と雇用に関する知識が不足しており、障害のある人の雇用先をさがす努力が優先されることはない。
並行雇用制度に向かう傾向があり、一方は保護雇用および/または、主に社会的または非営利目的の企業で構成されている。しかし、経験の示すところでは、障害者団体の参加により障害のある人は労働市場に参入することができ、今日保護雇用にいる者は通常の企業で就労することができる。主に社会的または非営利的な目的の企業を取り扱う責任官庁の社会問題・児童および統合省への移転は、並行雇用制度への傾向を悪化させる可能性がある。

雇用センターは、障害のある人の雇用よりも他の失業者の雇用を優先させており、差別的である。

27（1）e：雇用機会の促進 - アクセシビリティ

公共部門を含む多くの職場は、物理的にアクセス可能ではない。さらに、開放的でインクルーシブな労働市場の作り方についての考察が欠けている。合理的配慮や態度への取り組みについては独創的に考える必要がある。障害のある人を雇用する動機を刺激するための積極的なインセンティブや仕組みの活用など、新しい解決策が考案され得る。同僚や企業には、障害のある人と一緒に働くことが何を意味するのかについての偏見がたくさんある
。
第28条　相当な生活水準及び社会的保障
28（1）：生活水準における障害に基づく差別

労働市場外にいる障害のある人々は、他の人々と同等の団体交渉の資格もなく、生計の基礎となる支援が労働市場における人々の賃金と並行して上昇するものでもない。したがって、彼らの生活水準が他の水準と同時に向上するという保証はない。

したがって、所得移転の給付を受けている障害のある人は、購買力の著しい低下を経験する。移転給付の調整を規定している指数の計算条件の悪化は、障害のある人に大きな影響を与える。

本団体は質問する。

•人口全体と比べて、早期退職年金受給者の所得曲線は、過去10年間どのようになっているか？

本団体は勧告する。

•生活費をカバーする公的扶助率の調整に関して、障害者団体との真剣な交渉を始めること。

28（1）：早期退職年金の最低年齢

早期退職年金の給付最低年齢40歳は年齢差別である。決定的に重要なのは年齢ではなくニーズである。労働能力の改善が見込めないと確認された場合、40歳未満の人に早期退職年金を給付することが可能である。それ以外に、人が仕事を通して自活できない場合は、社会保障があるが、これははるかに低額で、資産調査を伴う給付である。
本団体は勧告する。

•早期退職年金を給付する最低年齢の40歳を廃止すること。

28（1）：生活費の給付の条件としての医療および外科的治療。

社会福祉給付の支給に関して、全国社会請願委員会は、生活費支給の条件として抗うつ薬および外科手術による治療を要求することは国内法と整合していることを決議した
。いくつかの市町村は、ECTによる治療について同様の要求をしてきた。この決議に応じて、社会問題大臣は、この実施を保留して3年間の実験を導入したいと述べた
。しかしこれはまだ始まっていない。
本団体は勧告する。

•市民が望んでいない非自発的治療の要求と、生活費の支給の権利を切り離すために、即座に対応すること。
28（2）ｄ：住宅へのアクセス

現在、新しく建設された社会住宅に斡旋される障害のある若者の数が増加する傾向にある。これは、これらの場所の家賃が高価であるため、固定費を支払った後の自由に使えるお金の月額に直接大きな影響を与える。ここで特に重要な点は、市民は障害のためにそこに住んでいるということである。障害のない若者は、安い部屋などを選ぶよい機会がある。この問題は、障害のある青少年の生活水準に重大な脅威をもたらす。

28（2）ｅ：年金の確保
障害のある人は、例えば、彼らが早期退職年金で一生暮らしてきた場合には十分に蓄えられなかったため、十分な老齢年金が保証されていない。導入された年金制度はこれを十分には補っていない。第一に支払額が小さく、第二に障害のある人は、老齢年金への移行において、障害関連の追加費用の受給と同伴する支援職員の費用の受給の権利を失う。これは、私たちに、そのような費用を支払うために退職貯蓄を使うよう強制する。障害補償給付の年齢制限は差別的である。障害は年齢とともに消えるものではない。
本団体は質問する。

•政府は、障害関連の追加費用に関する年齢基準を削除するために何をするか？

•政府は、移行の支払いをしつつ生活せざるを得ない障害のある人の退職貯蓄の平等性をどのように強めるか？

本団体は勧告する。

•障害補償給付に関して年齢制限を廃止すること。

第29条　政治的および公的活動への参加

仲間の市民と同様、障害のある人は自分が住んでいる市町村で投票する権利を持っている。他のすべての人にとって、その市民の状況を決定し市民が自由に利用できるサービスを提供するのは、居住地の市町村である。第19条の項で記述したように、市町村の行為権限と財務責任の規則は、多くの障害のある市民にとって自分のケースの一部が別の自治体で処理されることを意味する。したがって、障害のある市民は自らのケースを担当する市町村に民主的な影響を与えない。これは障害のある市民にとって不本意で打撃的であり、民主的な社会で平等な権利のある市民であるという感覚を損なう。

本団体は以下を勧告する。

•市町村の行為権限および財務責任に関する規則が変更され、市民のケースを取り扱うのは居住する市町村のみとすること。

29 a：選挙権剥奪

デンマークの法律は、さまざまな程度の後見/無能力に従って運用される。デンマーク憲法の第29条1節では、完全に法的に無能力とされると、デンマークの総選挙での投票権の喪失となる
。

本団体は質問する。

•完全に無能力とされた市民は、デンマーク憲法によって、市町村、地方議会、欧州議会選挙、国民投票で投票権を失うことが必要であると政府は見ているか？

本団体は勧告する。
•投票年齢に達したデンマーク人の選挙権剥奪をやめるため、デンマーク憲法を改正すること。あるいは政府は、投票年齢に達したデンマーク市民が投票権剥奪につながる法的無能力に関する無制限の後見を受けることがないように、後見法を改正すること。

29ai：投票所、投票用紙、選挙の集会、キャンペーン資料へのアクセス
投票所は、身体障害のある人がアクセスできない建物に配置されることが多い。しかし、投票所へのアクセスは、障害のある人が他の人と同等の政治的権利を行使することができるようにするためには決定的に重要である。今日、これを複雑にしたり、挫折させたりする多くの社会的障壁がある。投票の場所がアクセス可能かどうかは、恣意的な状況と建築年に依存する。市民が物理的アクセスを必要とするが、アクセスできない投票所で投票する必要がある場合、投票役として任命された仲間の市民が、投票用紙と携帯用の投票箱を外に出すことがある。このような状況では、プライベートで、スティグマを伴わず、かつ秘密という望ましい条件での投票が行われるとは限らない。

本団体は勧告する。

•すべての投票所にアクセス可能な投票箱を提供する義務を含め、すべての投票所を物理的にアクセス可能なものとする、期間を組み込んだ行動計画を策定すること。多くの投票所が国費の国民学校に配置されているため、この事によってアクセシビリティと教育へのインクルージョンが著しく向上する。

すべての選挙の投票用紙は紙に印刷され、政党名と候補者名のみが示される。これにより、学習障害のある人が自分の推す候補者を見つけることが妨げられるのと同様に、視覚障害や読書障害のある人にとってはアクセスできなくなる。

本団体は勧告する。

•すべての市民が他者の援助に頼ることなく自由に投票することを可能にする、期間を組み込んだ行動計画を策定すること。

•新技術の導入などにより、視覚障害および読書障害のある人に、独立した（デジタル）投票のオプションを提供すること。

•投票用紙は、例えば、政党のロゴや候補者の写真を印刷するなど、学習障害のある人による独立した投票を可能にすること。

政党が公的補助金を受け取っているにもかかわらず、キャンペーン資料や選挙集会は、しばしばアクセスできず理解しにくいものである。

本団体は勧告する。

•政党は、ウェブサイトのアクセスを容易にし、読みやすい形のキャンペーン資料を作成し、常に音声誘導ループシステムを備えた物理的にアクセス可能な施設で選挙集会を開催する必要がある。さらに、手話通訳の選択肢があるべきである。

29aiii：自選の投票補助者

締約国報告に記載されているように、投票用紙にマークを付けることができない程度の視覚障害、読むことの障害、身体的障害などがあり、投票補助者を必要とする人に対して、現行の法律では、必要な援助を提供する人を選ぶことを認めている。また、投票時には投票職員も臨席しなければならず、自選した人だけで支援することはできない。
本団体は、これは民主的プロセスに対する不必要かつ過剰な管理を示すものであり人権問題を引き起こすと強調する。

本団体は勧告する。

•投票に援助を必要とする人々が、自分が指名した補助者のみを同行させることができるように、選挙法を改正すること。投票職員による援助は、それが希望された場合には従来通り提供される。選択された補助者が、その公正性に疑念を受けることを避けるために、投票職員の参加を希望するケースもありえる。
29b：政治参加 –配慮、補助器具、言語

政党や組織の政治活動への参加は、余暇活動とみなされる。従って、付き添い者を得ること、補助器具、資料、通訳を使うことなどの、参加のための必要なだけの支援を得ることは必ずしも可能ではない。一般的に、障害のある人々が政治活動にアクセスするための合理的配慮が不足している。

本団体は勧告する。

•政治活動に参加することを望む障害のある人には、被雇用者と同程度に支援措置が講じられるように、法制度を明確にすること。

29b：政治参加 - 制限

本団体は、市町村議員として事務所を運営するなどボランティアや無償の政治活動に参加できる場合には、早期退職年金や柔軟条件での補助金雇用（フレックスジョッブ制度）の受給資格はないと市町村から言われたという人からの連絡を常に受けている。彼らはまた、市町村議員に選出されれば早期退職年金を奪われるだろうと知らされることもある。このため公的事項に完全かつ効果的に参加する機会が制限される。そのうえ、政治的代表者が人口全体を反映しないこととなり、民主主義が過度に傷つけられる。経済大臣および内務大臣の説明によれば、法律はそのような制限的な措置を求めていない
。

本団体は質問する。

•ボランティア活動や政治的活動に関連しての、早期退職年金や柔軟条件での補助金雇用に関する規定を市町村に十分に理解してもらうために政府はどんな取り組みをするのか。
第30条 - 文化的生活、レクリエーション、余暇、スポーツへの参加

1（ｂ）：公共サービスDR（デンマーク放送協会）の放送へのアクセス

国の報告に示されているように、障害のある人のアクセシビリティは、文化省とDRの間の公共サービス契約で規制されている。契約には、字幕、手話通訳、音声解説、字幕読みなどの特別なアクセシビリティ対策が含まれている。さらに、TV2チャンネルは字幕の義務などを伴う公共放送資格を持っている。
DRのアクセシビリティのレベルは向上し続けているが、例えば、技術の選択や、テレビ放送のさまざまな部門間の調整の欠如のために、番組の手話解説の可能性を低下させるなどの課題が残っている。一例は、手話通訳の配信チャンネルが午後5時から午後9時の間に送信時間を制限していることであり、遅い時間のニュースや社会的関心のある番組やトピックの番組などの手話通訳に問題を生み出している。
本団体は勧告する。

•公共サービスのDRおよびTV2以外のテレビ局に、アクセス可能な番組放送を義務付けること。また、デンマーク映画が映画館、DVDやその他の形式で公開されている場合、デンマーク映画の字幕や音声記述の義務づけが必要である。

•DRの公共サービス義務は条約の目的を反映すべきであり、具体的には、手話付きのチャンネルの送信時間を延長すること。

5ａ：エリートスポーツの支援
全国のエリートスポーツ団体「チーム・デンマーク」は、オリンピックとパラリンピックで競技するデンマーク選手に資金援助を提供している。チーム・デンマークは、メダルを獲得した選手にボーナスを払う。これまでのところ、オリンピックでメダルを獲得した選手は、パラリンピックでメダルを獲得した人の2倍のボーナスを獲得している。

本団体は勧告する。

•パラリンピック選手のメダルのボーナスを、オリンピック選手と同レベルにすること。

5b：スポーツ施設へのアクセス

すべてのスポーツ施設を障害のある人が利用できるわけではない。さらに、障害に特化したスポーツを実践する人が少なくなっている。これらの2つの要素を合わせると、障害のある人がスポーツ活動に参加するために長く移動する必要があることを意味する。輸送の調整は、しばしば障害者スポーツの指導者のための追加的な組織的・財務的任務である。さらに、障害者スポーツのために特に必要とされる設備や施設、および付随する支援スタッフのために、しばしば追加的だが欠かせないコストがかかるが、ここへの助成はない。したがって、障害のある人々は、他の市民よりもスポーツに参加する機会がしばしば少ない。

本団体は質問する。

•政府は、スポーツ用補助器具のための補助金を含め、障害のある人が合理的配慮の必要のない人々と同様にスポーツへの容易なアクセスをもてるようにするために、障害者スポーツの資金調達モデルを見つけるか？

第6-7条：障害のある男子、女子、障害のある女性に関する特定の規定

第6条 - 障害のある女性

6（1）：複合差別の防止 - 労働市場　
調査によると、障害のある男性の52.1％が就労しているが障害のある女性の就労率は42.6％に過ぎない
。

障害のある人が労働市場に参入するため合理的配慮や支援を計画するときに性別は考慮されない。したがって、女性と男性には同じ種類のサービスと配慮が提供される。障害に特化した非難や差別に対抗する場合は、性別と障害の組み合わせは考慮されない。

本団体は勧告する。

•障害のある男性と女性の就労率のギャップを監視すること。

•障害のある女性が障害のある男性と同程度に雇用されることを確実にするために、ジェンダー特有の取り組みが行われるべきである。

6（1）：ジェンダー関連の暴力

障害のある女性や少女は、権利保障にとっても違反侵害からの救済にとっても障壁となる複数の差別を経験している。ジェンダーと障害の両方に基づく差別が重複しているため、障害のある女性と少女は、ジェンダーに基づく暴力、性的虐待、放置、虐待、嫌がらせと搾取を含む暴力の危険性がより高くなる。障害のある女性のほぼ80％が暴力の犠牲者であり、他の女性よりも性的暴力を受ける可能性が4倍高いことが報告されている
。

家庭内暴力にさらされている障害のある女性は、しばしばシェルターが身体障害のある女性にはアクセスできないため、シェルターの利用が制限されている
。さらに、シェルターに関する情報は、アクセス可能な形式では作成・配布されていない。また、聴覚、視覚、学習、知的障害のある女性が苦情解決の仕組みに関する情報にアクセスすることもできない。障害のある母親が暴力的な関係にとどまることを余儀なくされた場合、それはまた、子どもの幸せに深刻な影響を与える。

さらに、暴力の犠牲者である障害のある女性は、警察や他の相談者に報告したり援助を求める可能性が低い。

本団体は勧告する。

•家庭、地域社会、施設における暴力、虐待、搾取の犠牲になる障害のある女性や少女のリスクが高まっていることに取り組むため、主流の法律と障害に特有の法律の両方を改正すること。

•被害者支援のサービスと情報への障害のある犠牲者のアクセスを確保するために、警察や他の相談者の訓練を含む対策を採用すること。
•障害のある女性や少女を含む障害のある子どもや大人の十分なデータは、暴力に関するものも含めてあらゆる分野で集められ、分類されたデータと研究結果が社会での機会均等を推進する政策と事業の開発に使われること。
第7条　障害のある子ども
7（1-3）：平等、最善の利益および参加

デンマークの日課の仕組みのもと、子どもたちは月曜日から金曜日の昼間に教育施設に行く。障害のある子どもたちを専門的なサービスに照会するのは市町村である。本団体は、教育的デイケアで必要な支援と合理的配慮を受けられない子どもについて、親から報告を受けることがよくある。したがって、子どもの最善の利益は最重要なものとしては考慮されていない。確かに、障害のある多くの子ども、特に非常に小さな子どもは、彼ら自身が望むものを口頭で表現しない。それにもかかわらず、彼らは自分がどのような状況を望むか、彼ら自身の明確な願いを持っている。子どもを知っている親や他の関係者、そして教育学や心理学の背景を持つ専門家は、子どもの願いを解読する能力があるが、最年少の子どもの見方を考慮する伝統はない。したがって、子どもたちは、影響を及ぼす権利があるのに及ぼせない。
我々は、国民学校、補助器具その他の支援、そして娯楽の機会に関連して、遊ぶことにも同様の問題を抱えている。

本団体は勧告する。

・障害児を参加させ、その考えを聞く努力が、年齢と障害の両方を考慮して強化されること。

第31-32条：特定の義務

第31条　統計およびデータ収集

31（1）：データ収集

現時点では、収集されている障害データは、実施されている制度やプログラムが、全人口を対象としたものか特に障害のある人を対象としたものかに関わらず、どのように障害のある人のために働くかについての知識を得るには不十分である。さらに、公的機関も民間機関も、統計やデータ収集に関する障害の問題に関する知識が本当に不足しているという問題がある。結果として、そのようなデータを収集することに関心のある機関でさえ、必要な能力を持たない。

本団体は勧告する。

•デンマーク国内でも国際的にも、障害を主題とする研究は、特定のプログラムと助成金によって支援され開発されること。
•デンマークの開発協力は、より広範な開発努力へのインクルージョンを確実にするために、対象グループ固有の統計と障害の有無で分類したデータを提供すること。

•開発協力と研究において透明性と科学的完全性が確保されること。

•デンマーク内および国際的に障害のある人の状況を明らかにするために、障害者団体が、統計的方法などを考案することに関与すること。

•関連する省庁に障害分野に関する十分な知識を与えて内部能力を確保し、障害問題を自分の仕事にどう含めるかについて主流の組織に助言できるようにすること。

31（2）：データを行動に転換

プログラムの影響を受ける障害のある人の出発点と変化（進歩も予期せぬ悪影響も含め）が分からないので、条約の実施に関する十分な知識は存在せず、その結果、実施が遅れたり妨げられたりする。
31（3）：データへのアクセシビリティ
障害をテーマとする多くのデータはアクセスできないウエッブサイトやデータバンクに格納されているため、障害のある人にとっては利用できない。
第32条 - 国際協力

32（1）a：開発協力へのインクルージョン
障害のある人は、デンマークの開発協力戦略において特に脆弱なグループとされている。しかし、障害の側面はまだ前景には出ておらず、開発関係者がこの脆弱性に対する責任および障害のある人のニーズと権利に全面的に注意を払うようになっていない。デンマークの人道援助を担う組織は、障害関連のデータを提供する必要はないため、障害のある人が優先されることは保証されていない。

さらに、デンマークの開発援助がどのように障害のある人に関わっているかに関する知識は限られている。その結果、デンマークの開発部門は、一般に、開発事業の考察の一部をなすべき障害の問題とその解決策を無視している。

デンマークの開発優先事項には、障害関係に配分される予算枠はない。したがって、特にこのグループで何が行われているのかはわからない。デンマーク外務省とデンマークの障害者団体との新しい枠組み合意は、障害のある人の特別なニーズと希望を促進するための良い取り組みである。しかし、他のデンマークの援助機関は、これで条約の指示に従うのに十分であると考えてしまい、障害を自分たちの正規のプログラムに含めるのを確実にはしそこねる危険性がある。

本団体は勧告する。

•デンマークから資金を受けているすべての主流組織（市民社会組織、国際組織、国内組織または政府）が、障害のある人を主流プロジェクトに含める方法のガイドラインを策定することを確実にすること。

•障害のある人およびその利害組織が他の人々と平等な立場で参加できるよう、十分な開発援助資金を配分すること。
•障害者の権利に関する条約の義務を、デンマーク開発協力に関する戦略、政策、指針、監視および報告に完全に組み込むこと。これはまた、デンマークの開発援助の受給者が障害のある人のインクルージョンに責任を持つ基準と指標を開発することを意味する。
•すべてのデンマーク開発事業に障害を完全に組み込むための一歩として、障害のある人を対象とした特別なプログラムを実施すること。特に貧困削減、教育、雇用、医療、予防、リハビリテーション、および障害のある人が一般的に抱えている開発援助の特別なニーズを対象とした分野ごとのプログラム。
•デンマークの開発援助による研究の新たなテーマとして障害が優先されること。そして開発協力に関連してダニダ（Danida）が障害のある人のニーズについて十分な洞察を得ていることを確認すること。
•開発事業の評価と関連して障害問題の取り扱いを評価するためのガイドラインを作成すること。そこには、主流組織がその仕事に障害問題を組み込む際の助言および指導を行うために、障害分野の十分な知識をダニダ自身がもっていることを確認するための手順を含めること。
•ダニダは既にジェンダー、貧困削減、環境に関する分野横断的な課題に取り組んでいる。障害のある人々もまた、デンマークの開発協力の全側面に主流化すべき横断的関心事であるべきである。

本レポートの背後にある団体

ADHD協会ADHD Association 

ADHD協会の目的は、ADHD（注意欠陥多動性障害）の子ども、若者および成人の理解と改善を生み出すことです。この協会は約7,000人の会員を数えますが、ADHDの影響を受けるすべての人に役立ちます。 ADHD協会の活動の重要な部分は、ADHDに関する情報と知識を一般市民、専門家、ADHD患者およびその家族に広めることです。

デンマーク吃音協会（FSD）Association of Stutterers in Denmark 

FSDのメンバーは、吃音者、吃音の子どもの近親者、専門家、吃音に関心のある人です。

FSDは民主的な協会で、その目標は次のとおりです。

- 吃音と吃音者が直面する課題の知識を広げる

- 吃音の原因、予防および治療についての情報提供と助言

- 吃音とその治療に関する研究を支援する

- 治療の機会を確保する

- 吃音者の利益を可能なあらゆる方法で守る。
最終的には、これらの目標は、吃音を理解し、吃音者が完全に含まれ、完全参加が保証される世界の実現に役立ちます。
その目標を追求するために、FSDはこの分野の専門家を含むデンマークの子ども、若者、大人のための幅広い活動に取り組んでいます。加えて、協会は北欧、欧州、世界レベルでの国際協力に加え、開発協力にも携わっています。

障害青少年協会（SUMH）Association of Young People with Disabilities 

私たちは障害のある青少年の／のための政治的連合組織です。機能障害がハンディキャップにならない社会のために活動しています。そのために私たちは：

・我々の政策利益を主張する。

・大きな社会開発プロジェクトを実施する。

・障害のある青少年の能力を訓練し、開発する。

・障害のある青少年のための組織を強化する。

喘息アレルギー・デンマーク　Asthma-Allergy Denmark

喘息 - アレルギー・デンマークは、喘息、アレルギー、花粉症および湿疹の影響を受けているすべての人のより良い日常生活のために活動しています。私たちの活動は調査と議論の促進、助言と情報提供、花粉の測定などです。また予防の強化も追求しています。今日、約150万人のデンマーク人が喘息、アレルギーまたは他の過敏症にかかっており、その数は増加しています。

デンマーク障害者協会　Danish Association for the Disabled

1925年に設立されたデンマーク障害者協会は、主として身体障害のある人のための8,000人の会員を持つ政治組織です。私たちの政治的目標は、生活のあらゆる面で障害のある人の平等な権利を確保することです。活動は、社会政策、雇用およびアクセシビリティの委員会に所属する300人の選出されたボランティア、特定の関心のための4つの全国レベルの部会（すなわち、脊髄損傷、切断、両親および青少年）、5つの地域および50の地方支部によって実施されます。私たちは、会員が公的機関との関係において困難を経験した場合に相談と支援を提供し、社会活動とネットワークを促進します。さらに、5つの雑誌、主要なウェブサイト、選出されたボランティアのための高度なイントラネットを含む幅広いコミュニケーションを行っています。
デンマーク盲人協会　Danish Association of the Blind
デンマーク盲人協会は、盲人または重度視覚障害のある人によって結成され運営されている独立した民間組織です。当協会の使命は、社会の他の市民との平等を確保するため、また私たち自身の生活や存在に関する自己決定の機会を確保するために、盲人や重度視覚障害のある人の利益を代表することです。私たちは、互いに鼓舞し支援し合う全国的なコミュニティを構成しています。さらに、開発途上国の盲人や重度視覚障害のある人を積極的に支援しています。

デンマーク難聴協会　Danish Association of the Hard of Hearing

デンマーク難聴協会は、社会の他の人々と同等にコミュニケーションを取ることができるよう、聴覚や聞くことの問題のある人の生活状態を改善するために活動しています。この協会は、例えば、よりよい聴覚ケア、よりよいアクセシビリティ、騒音防止に取り組んでいます。
デンマーク精神保健協会　Danish Association for Mental Health

デンマーク精神保健協会（SIND）は、精神的な問題や病気のある人々やその家族に対する理解と寛容を擁護しています。 SINDは、精神健康、予防、回復を促進するための取り組みを行い、支援しています。

脳性マヒと診断された人々のデンマーク協会Danish Association of People Diagnosed with Cerebral Palsy
脳性マヒと診断された人々のデンマーク協会は、障害者政策の問題を扱うNGOであり、この診断がなされた人々が、障害にもかかわらず、自分自身で価値ある挑戦的な生活を送ることを可能にするために活動しています。

デンマーク脳損傷協会　Danish Brain Injury Association
デンマーク脳損傷協会は、全国の脳損傷者およびその家族のために働く民間の独立した組織です。デンマークの脳損傷協会は、デンマーク全土に広がる地域支部を持ち、全市町村に代表がいます。
デンマーク嚢胞性線維症協会　Danish Cystic Fibrosis Association

デンマーク嚢胞性線維症協会は、遺伝性で生命を脅かす疾患である嚢胞性線維症を有するデンマークの約470人のための患者組織です。協会の使命は、病気の患者とその家族を支援し、研究を促進し、この病気の知識を広めることです。デンマークの嚢胞性線維症協会は約1,200人の会員と支援者をもつ民主的組織です。私たちはコペンハーゲンに事務局を持ち、デンマーク全国の5つの地域に地方支部があります。
デンマークろう者協会　Danish Deaf Association
デンマークろう者協会は、社会の中でのろう者の生活の質を向上させ、教育、雇用、アクセシビリティに関して聴覚障害のある人と聴者が平等になるよう努めています。私たちの活動の原動力は、デンマークではろう者が聴者と同じ機会と権利を得る資格があるという確信です。デンマークろう者協会には3,000人の会員がいます。

デンマークの盲ろう者協会　Danish Deaf Blind Association
デンマーク盲ろう者協会は、ユーザーが管理する利益グループであり、盲ろう者や視覚障害や聴覚障害のある人の、生活のあらゆる面でのよりよい状態のために活動しています。私たちは、盲ろう者の孤立を減らし、物理的にもデジタル的にもアクセシビリティを向上させ、より平等になり、他の人々と平等に社会に参加するよりよい機会にむけて取り組んでいます。
デンマーク失読症協会　Danish Dyslexia Association

デンマーク失読症協会は、1943年3月18日に設立されました。その使命は、当局や社会との関わりにおける失読症の人々の利益を守ることです。協会は失読症についての一般社会の理解のために活動し、失読症の人がどのように生きているのか、彼らに何ができるのかについて知識を広めることを目指しています。

デンマークてんかん協会　Danish Epilepsy Association

デンマークてんかん協会は、1962年に設立され、約5,000人の会員を数える、全国レベルの非営利団体です。この協会の主な目的は、てんかんのある人々の生活条件および生活の質を改善することです。メンバーは電話で専門家による相談を受けることができます。デンマークてんかん協会では、パンフレットや教育資料も公開しています。

デンマーク線維筋痛症協会　Danish Fibromyalgia Association

デンマーク線維筋痛症協会は、線維筋痛症の患者のための組織です。協会は、慢性的な痛みに悩まされている人々に、痛みにかかわらず積極的で価値ある生活の機会を提供することをめざし、より有効でより利用しやすい治療方法や相談を確保するために活動しています。
デンマーク血友病協会　Danish Haemophilia Society

デンマーク血友病協会は、出血性疾患に苦しんでいる人々の利益を擁護するボランティア団体です。協会には、血友病、フォンビレブランド病、ITP（免疫性血小板減少症）その他の稀な出血性疾患の会員がいます。協会は1970年に設立され、約650人の会員がいます。

デンマーク腎臓協会　Danish Kidney Association

デンマーク腎臓協会は、腎臓および泌尿器疾患の患者、その親族および腎臓の提供者の利益を保護しています。協会は1975年に設立され、5,500人の会員がいます。私たちは、腎臓および泌尿器疾患に関する知識を広め、患者の状態および治療の可能性を改善するために活動しています。
デンマークの多発性硬化症協会　Danish Multiple Sclerosis Society

デンマーク多発性硬化症協会は民間の疾病対策組織で、収集された資金によって運営されています。この協会は、その成功の多くを多発性硬化症患者12,500人を含む65,000人以上の会員と協力者に負っています。協会はまた、千人以上のボランティアの大きな貢献に依存しています。協会は、2つの多発性硬化症センターと「クイーンズ休暇村」と呼ばれる休暇センターの運営を担当しています。

デンマーク筋ジストロフィー協会　Danish Muscular Dystrophy Association

デンマーク筋ジストロフィー協会は、さまざまな神経疾患のある人々が、活発な生活を送り社会に参加する機会をつくるための、全国レベルの団体です。多様性は社会の大きな強みです。そのため、デンマーク筋ジストロフィー協会のビジョンは、多様性を奨励し受け入れることです。

デンマーク頸・口腔手術経験者協会　Danish National Association for Neck and Oral Cavity Operated Persons

これは、口腔および頸部の手術または放射線療法後の障害のある人々のための協会です。

デンマーク自閉症協会　Danish National Autism Society

デンマーク自閉症協会は、自閉症の人とその近親者の状況を改善するとともに、デンマークと世界中に自閉症の知識を広めるために活動しています。

デンマーク・オストミー協会　Danish Ostomy Association
デンマーク・オストミー協会は、1951年に設立され、外科的に創られた人工排泄孔のある人のための世界で最も古い患者組織です。協会の使命は、外科的に創出された気孔/蓄積具を有する人、およびそのような外科手術につながる可能性のある病気の人の利益を守ることです。

デンマーク・パーキンソン協会　Danish Parkinson Association 

デンマーク・パーキンソン病協会は、この病気に罹患した人々とその近親者のよりよい生活環境を確保するために積極的に働く患者組織です。デンマークでは約7,000人がパーキンソン病を患っており、デンマーク・パーキンソン病協会は、当局、協力パートナーなどと係わる際に、患者家族の利益を一般的に代表する唯一の組織です。

デンマーク・リウマチ協会　Danish Rheumatism Association

デンマーク・リウマチ協会は、リウマチ性疾患とその結果に対抗する民間組織です。患者支援、情報、研究分野への多額の助成を通じて、私たちはリウマチ患者が痛みや制限なく良好で活発な生活を送ることを可能にするために戦います。

デンマーク・ポリオ・事故犠牲者協会　Danish Society of Polio and Accident Victims
デンマーク・ポリオ・事故犠牲者協会（デンマーク語略語：PTU）は、事故または疾病後に重傷を負った10万人を超えるデンマーク人の平等とより良い生活の条件を作り出すために働く全国組織です。
デンマーク障害者スポーツ団体（DHIF）　Danish Sports Organisation for the Disabled 
デンマーク障害者スポーツ団体（デンマーク語略語：DHIF）は、デンマーク・オリンピック委員会とデンマーク・スポーツ連盟（DIF）に加盟する連盟です。 DHIFには約400の会員団体があり、合計で約13,600人の会員（2013年）が参加しています。 DHIFの会員団体は、身体障害、視覚障害、発達障害を含むあらゆる種類の障害のある会員に対して、30以上のスポーツ活動を行っています。 DHIFのコンサルタントはメンバー組織の活動を支援し、DHIFは一般的なレベルおよびエリートレベルでのスポーツ活動、スポーツ開発、コースの提供、報道を通しての障害者スポーツの知識の普及などを行っています。

デンマーク脳卒中協会　Danish Stroke Association

デンマーク脳卒中協会は、脳卒中または他のタイプの脳傷害の後遺症、およびその近親者のための民間組織です。この協会の活動には、脳内の血栓症（血栓）や出血そして他のタイプの脳損傷を予防するための努力、患者の治療とリハビリテーションを可能な限り確実にする努力、患者や近親者が新しい条件で暮らすことを支援する努力が含まれます。
障害者団体デンマーク　Disabled People’s Organisations Denmark

障害者団体デンマーク（DPOD）には、デンマークの32万人以上の障害のある人を代表する32の全国レベルの会員組織があります。DPODの主な目的は、加盟組織の共通の利益を守ることです。特徴的な共通課題は、年金や社会給付、医療、保健、補助器具、そして教育、労働市場の問題や保険など、すべての障害グループにとって重要なその他の一般的な問題に関して、政府と交渉することです。

人種差別に関する資料・諮問センター（DRC）、Documentation and Advisory Centre on Racial Discrimination

DRCは民間の独立した財団であり、人権条約に基づいて人種差別に反対する活動をしています。 DRCは人種差別を追跡し、人種差別の対象者また​​は目撃者に助言、指導、法的援助を提供しています。
フェロー諸島障害者連盟（MBF）　Faroe Islands’ Union for the Disabled 

MBFは、1981年10月24日に設立された連合団体です。MBFの23の会員団体には合計4000人以上の会員がいます。個々の市民への助言や支援は、それぞれの会員団体の義務なので、MBFは行っていません。MBFは、社会のすべての分野を対象にして障害者政策に専念しています。

デンマークLEV協会　LEV National Association Denmark 

デンマークLEV協会は、学習障害のある人とその近親者のための利益団体です。協会は1952年に設立され、LEVに所属する17の小規模団体の会員を含め現在15,000人の会員を擁しています。 LEVは、デンマークの市町村の約3分の2に地方支部を持ち、多くの市町村の障害委員会でも参加しています。
肺協会「ボスラップ・ミンデ」　Lung Association “Boserup Minde”
肺協会「ボスラップ・ミンデ」は、肺障害のある人の支援を目的とした患者団体です。同時に、より多くの人々が肺疾患の影響を受けないようにすることも重視しています。
柔軟・緩和条件の被雇用者全国協会　National Association of Employees on Flexible and Lenient Terms

この組織は、柔軟な条件（フレックスジョッブ）で働く人々、国の補助金雇用に従事している早期退職年金受給者、および労働能力が脅かされている他の人々の状況をサポートし改善するために活動しています。

デンマーク精神医療（元）利用者団体　National Organization of Danish (Ex-)Users of Psychiatry

デンマーク精神医療（元）利用者団体では、現在および以前の精神医療利用者が、互いに協力し合い、共同の取り組みをし、政策を策定し、私たち自身の利益にそった要望を提示します。その目的には、地方、国、国際レベルでの意思決定への影響を確保すること；自分自身の生活を決定して責任を取る権利をさらに深めること；あらゆる種類の差別に対抗すること；心理社会的障害のある人々が教育、雇用、活動、および参加において機会均等を得るために働くこと、が含まれます。
デンマーク骨粗鬆（そしょう）症財団　National Osteoporosis Foundation Denmark

デンマーク骨粗鬆（そしょう）症財団は、できる限り多くの人々が生活の中で豊かさと活力を保てるよう、骨粗鬆症とその後遺症の予防に取り組んでいます。
とりわけ、これは次のように行われます。

· 骨粗鬆症の知識を広める。

· 例えば、運動や健康的な生活の情報を通じて、病気の予防と治療の知識を広める。

· 骨粗鬆症を患っている人を支援する。

· 骨粗鬆症の研究を支援する。

デンマーク乾癬協会　Psoriasis Association Denmark

デンマーク乾癬協会は5,000人以上の会員を抱えるNGOです。私たちの使命は：

・乾癬および乾癬性関節炎に関する情報を広める。
・患者とその家族を支援する。

デンマーク希少障害　Rare Disorders Denmark 
デンマーク希少障害は、48の小規模な希少疾患協会の全国的な連盟です。主な任務には次のものが含まれます：希少疾患のあるすべての市民の利益を擁護すること；稀な病気や障害を持ちつつ生活することに関する新しい知識を創り広める；会員団体のためのプラットフォームとしての役割を果たす；アイデアや経験の交換の場となります。
デンマーク糖尿病協会　The Danish Diabetes Association

デンマーク糖尿病協会は、

•糖尿病患者のQOL向上

•糖尿病患者の健康の機会を拡大する

•糖尿病および二次的疾患を予防する、ために活動します。
糖尿病のあるデンマーク人の数は、10年間でほぼ倍増し、2011年末に約307,000人に達しました。デンマーク糖尿病協会の活動は、助言や情報提供、当局や意思決定者と交渉での利益の擁護、そして研究と研究支援に及んでいます。協会は全国レベルで、全市町村に地方支部があり、約900人のボランティアが活動を支援しています。
（訳：佐藤久夫・高島恭子）
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� Danish Association of Social Workers (2011): Undersøgelse af økonomi og faglighed på handicapområdet [Survey of finances and professionalism in the disability field].
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